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命 令 書（写）

平成２０年(不再)第８号

再 審 査 申 立 人 Ａら９名

平成２０年(不再)第１０号

再 審 査 被 申 立 人

平成２０年(不再)第１０号

再 審 査 申 立 人 東日本旅客鉄道株式会社

平成２０年(不再)第８号

再 審 査 被 申 立 人

上記当事者間の中労委平成２０年(不再)第８号及び同第１０号事件（初審東

京都労委平成１４年(不)第１０８号及び同１７年(不)第８６号事件）について、

当委員会は、平成２２年１０月２０日、第１３１回第一部会において、部会長

公益委員諏訪康雄、公益委員野﨑薫子、同廣見和夫、同柴田和史、同岩村正彦

出席し、合議の上、次のとおり命令する。

主 文

本件各再審査申立てを棄却する。

ただし、本件初審命令主文第１項中、Ｄに対する「同年９月２０日付減給処

分」を「同年９月２４日付減給処分」と、「Ｉ」を「（亡）Ｉ」と改める。末
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尾に「ただし、（亡）Ｉについては、上記月例賃金及び期末手当の減額分並び

に昇給において減俸がなかったならば支払われるべき賃金（期末手当を含む。）

と支給済みの賃金額との差額を、その承継人であるＪに対し支払わなければな

らない。」と追加する。

理 由

第１ 事案の概要

１ 本件は、東日本旅客鉄道株式会社（以下「会社」という。）が行った次

の行為が不当労働行為であるとして、Ａら８名及びＩが東京都労働委員会

（以下「東京都労委」という。）に対し、救済申立てを行った事件である。

（１）都労委平成１４年(不)第１０８号事件（平成１４年１０月２４日救済

申立て、申立人はＡら８名である。）

ア 平成１４年３月２８日（以下、平成の元号は省略する。）、会社各

事業所に就業時間中の組合バッジ着用者に対して、従前より厳正な処

分を行う旨を警告する文書（以下「本件警告書」という。）を掲出し

たこと。

イ １４年７月１１日から１５年３月２８日までの間において、国労バ

ッジを着用していた国鉄労働組合（以下「国労」という。）の組合員

であるＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅ、Ｆ、Ｇ及びＨ（以下「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」、

「Ｄ」、「Ｅ」、「Ｆ」、「Ｇ」、「Ｈ」という。）の８名に対し、服装整正

違反を理由として処分を行ったこと。

ウ ８年７月２３日から１５年９月１９日までの間において、Ａ、Ｃ、

Ｆ、Ｇ、Ｈの５名に対し、服務規律違反を理由として処分を行ったこ

と。

なお、上記イ及びウの申立事実については、初審において、１４年１
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０月２４日付け不当労働行為救済申立書、１５年４月１６日付け不当労

働行為救済申立書補充書（以下「補充書」という。）及び１６年９月２

日付け準備書面（５）（以下「甲準（５）」という。）をもって、順次申

立事実が追加されたものである。

(２) 都労委平成１７年(不)第８６号事件（１７年１１月２８日救済申立て、

申立人はＩである。）

ア 上記(１)アと同じく、会社が本件警告書を掲出したこと。

イ １４年７月１２日から１９年４月１５日までの間において、Ｉ(以

下「Ｉ」という。)に対して、服装整正違反を理由として処分を行っ

たこと。

なお、上記イの申立事実については、初審において、１７年１１月２

８日付け不当労働行為救済申立書、１８年９月１４日付け準備書面（７）

（以下「甲準（７）」という。）同年１２月４日付け準備書面（９）（以

下「甲準（９）」という。）及び１９年５月２日付け審問再開の申立（以

下「再開申立」という。）をもって、順次申立事実が追加されたもので

ある。

（３）東京都労委は、１８年６月１５日に都労委平成１４年(不)第１０８号

事件と都労委平成１７年(不)第８６号事件の審査を併合することを決定

し、その後、１９年６月５日をもって審問を終結した。

以下、都労委平成１４年(不)第１０８号事件の申立人であるＡら８名と

都労委平成１７年(不)第８６号事件の申立人であるＩを併せて、「Ａら」

と総称する。

上記(１)(２)の申立事実のうち、服装整正違反を理由とする処分及び服

務規律違反を理由とする処分について、発令日等は別表１及び別表２記載

のとおりである。

２ 本件において請求する救済内容の要旨
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（１）１４年３月２８日に会社の各事業所に掲示した本件警告書を撤回する

こと。

（２）Ａらに対して発令した別表１記載の各処分を撤回すること。

（３）前項各処分がなかったものとして扱い、Ａらに対して、①減給処分に

よる減給分、②出勤停止処分がなかったならば得ることができた賃金分、

③一時金減額分、④処分がなければ得られたであろう昇給額を、それぞ

れ支給すべき日から支給済みに至るまで年５％の金員を付加して支払う

こと。

（４）Ａらに対して発令した別表２記載の各処分を理由としてなされた定期

昇給における減俸がなかったものとして扱い、処分がなければ得られた

であろう昇給額を、支給すべき日から支給済みに至るまで年５％の金員

を付加して支払うこと。

（５）本件警告書に基づいて、今後、服装整正違反を理由とした処分を行わ

ないこと。

（６）国労バッジ着用を就業規則違反とした警告書等の掲示、処分等を行う

ことにより、国労への支配介入を行わないこと。

（７）謝罪文の会社ホームページ及び事業所への掲示並びに従業員への配付

３ 初審命令の要旨

東京都労委は、２０年３月４日付けで、①別表１記載の各処分のうち、

服装整正違反を理由として行ったＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄに対する１４年７月１１

月付け及び同年９月２０日付け各減給処分、並びにＨに対する７月１１日

付け減給処分、さらにＩに対する１７年３月２４日付け以降１９年４月１

５日付けまでの各出勤停止処分は、労組法第７条第３号に当たるとして、

会社に対し、上記各処分がなかったものとして取り扱い、上記各処分によ

る月例賃金及び期末手当の減額分を支払い、昇給において減俸がなかった

ならば支払われるべき賃金と支給済み賃金額との差額の支払いを命じ、②
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別表１及び別表２記載の各処分のうち、その申立期間を徒過した処分に係

る申立ては却下し、③その余の申立てを棄却する旨決定し、２０年３月２

７日、命令書を交付した。

４ 再審査申立ての要旨

（１）Ａらは、２０年４月４日、初審命令が却下、棄却した部分の取消し及

び同部分の上記２記載の救済を求めて再審査を申し立てた。

（２）会社は、２０年４月１０日、初審命令主文第１項及び第２項を取り消

し、上記取消し部分に係るＡらの救済申立ての棄却を求めて再審査を申

し立てた。

第２ 争点

１ 申立期間の徒過について

本件救済申立ては、労組法第２７条第２項の定める期間内に行われたか

どうか。

２ 服装整正違反について

(１) 本件警告書の掲出について

１４年３月２８日、本件警告書を会社各事業所に掲出したことは労組

法第７条第３号の不当労働行為に当たるかどうか。

(２) 服装整正違反を理由とした処分について

本件警告書の掲出後、Ａらに対し服装整正違反を理由に訓告及び減給

処分等をしたことは労組法第７条第１号及び第３号の不当労働行為に当

たるかどうか。

３ 服務規律違反について

Ａらに対し服務規律違反を理由に出勤停止処分等をしたことが労組法第

７条第１号及び第３号の不当労働行為に当たるかどうか。
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第３ 当事者の主張の要旨

１ Ａらの主張

（１）本件救済申立ては「申立期間徒過」に当たらないこと。（争点１）

ア 本件各処分は「継続する行為」に該当する。

（ア）本件各処分は、国労を嫌悪し壊滅する意図の下に、定期的、継続

的に、国労組合員、バッジ着用者及びベンディング職場の組合員を

狙い撃ちしてなされた一連一体の継続する行為であり、いずれも会

社の一貫した不当労働行為意思のもとに一体的になされた一連の不

当労働行為であるから、労組法第２７条第２項にいう「継続する行

為」に該当する。また、各処分発令とそれに基づく減額賃金（一時

金を含む）の支払いは一体の行為である。

したがって、申立期間の起算点は、一連の各処分のうち、最終処

分時ないし処分に基づき低い賃金（一時金を含む）の支払われた時

である。

（イ）上記の観点からすると、Ａらに対する各処分については、これら

の各処分に伴い定期昇給における減俸措置がなされた月例賃金の最

終支払月、あるいはこれらの各処分に伴い減額された期末手当の支

給日は、いずれも申立期間内にある。

（ウ）また、補充書や準備書面で追加してなされた救済申立ては、既に

主張済みの不当労働行為を構成する具体的事実に基づいて救済内容

の範囲を拡張したものである。したがって、本件救済申立ては、い

ずれも申立期間を徒過していない。

イ 初審命令は救済申立日の認定を誤っている。別表１記載の各処分の

うち、Ａに係る整理番号３、５、６、７の各処分、Ｂに係る整理番号

３、４の各処分、Ｃに係る整理番号３、４、５の各処分、Ｄに係る整

理番号３の処分、Ｆに係る整理番号４の処分、Ｇに係る整理番号３の
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処分、Ｈに係る整理番号３、５の各処分については、救済申立日は初

審準備書面(２)が提出された１５年４月１６日であり、申立期間内に

ある。

ウ 別表１記載の各処分について、定期昇給における減俸措置の撤回を

求める申立ては、これが是正されない限り不利益は現在及び将来に及

ぶものであるから、現に存する不利益の是正を求めるものであって、

「申立期間徒過」の問題は生じない。また、別表２記載の各処分に伴

う定期昇給における減俸措置の撤回を求める申立ては、現に存する不

利益の是正を求めるものであって、「申立期間徒過」の問題とはなら

ない。

（２）本件警告書の掲出は不当労働行為に当たること。（争点２(１)）

会社は、組合バッジ着用者に対し執拗かつ苛烈な処分を出し続けるこ

とにより、着用を断念するよう国労組合員を追い込んできた。それに加

え、本件警告書で会社は、威嚇的言辞を用いてバッジ着用者への重処分

を予告した。したがって、その掲出自体が労組法第７条第３号に違反す

る不当労働行為である。

（３）服装整正違反を理由とする本件各処分は不当労働行為に当たること。

（争点２(２)）

ア 初審命令は、「会社が行った訓告処分は、やむを得ないものともい

え、不当労働行為として問責するまでもない」とした。しかし、訓告

処分は、減給及び出勤停止処分に比べれば相対的に軽いものの、処分

それ自体としては、被処分者に重大な不利益を与えるもので、重い処

分である。訓告処分を受けた場合、期末手当は５％減額され、定期昇

給において１号俸の減俸措置がとられることになっており、訓告以上

の処分を受けた者は、昇進試験の受験資格を奪われるのである。よっ

て、この点に関する初審判断は誤りである。
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イ そもそも組合バッジ着用を理由とする処分は、処分量定の軽重にか

かわらず許されないのであり、処分量定の軽重にかかわらず不当労働

行為に当たる。

国労バッジ着用は、それ自体は日常的な服装の一部として、国労組

合員が国労に所属することを表象するものに過ぎないのであり、国労

バッジを着用して業務に就いても、物理的にも社会的にもその労務の

提供を妨げたり、疎かにし、又は誤らせるおそれを生じさせるもので

はない。

国鉄分割・民営化以来、今日まで一貫して続く熾烈な国労解体攻撃

の中で、国労はその組織を防衛する手段として、国労バッジ着用を組

合員に指示してきた。国労バッジ着用は、不当労働行為を重ね、労働

委員会命令も守らない会社に抗議するとともに、国労組合員としての

仲間意識を確保し、互いが国労組合員であることを確認しあうための

最小限必要な方法でなされた、象徴的行為であった。

したがって、国労バッジ着用は、それが就業規則違反に該当するか

否かを論じるまでもなく正当な組合活動であり、国労バッジ着用を理

由になされた本件各処分は、労組法第７条第１号及び第３号に違反す

る不当労働行為である。

ウ 会社は、就業規則違反の行為は処分しても不当労働行為ではない旨

主張するが、次のとおり失当である。

(ア) 組合バッジ着用を理由とする各処分は、会社が主張するように「所

属組合のいかんと関係なく一律、公平になされた」ものではない。

会社は、その発足当時から国労を好ましくない存在として嫌悪し、

就業規則に基づいて組合バッジ着用者に対して厳正な措置をとる方

針であることを国労に説明しない一方、別組合とは組合バッジ不着

用について確認し、組合バッジ着用者がほぼＡら国労組合員である
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ことを把握したうえで、各処分を開始したのであるから、本件各処

分自体が国労を嫌悪し、狙いうちした行為なのである。

(イ) 会社は、組合バッジ着用者の減少により職場規律は確立された旨

主張する。しかし、多くの国労組合員が組合バッジ着用を断念せざ

るを得なかったのは、会社によって重い処分が繰り返されたためで

あって、会社の「注意指導」に従ったからではない。

また、そもそも国労バッジは、約１センチ２ミリ四方程度の四角

形の小さな物であり、着用していてもほとんど目立たない。国労バ

ッジ着用により職場規律が乱れたり、業務に支障が生じた事実はな

いのであるから、組合バッジ着用者が減少したから職場規律が確立

されたわけではないのである。

エ 会社は、個人申立てなので組合活動ではない旨主張するが、次のと

おり失当である。

(ア) 組合バッジ着用は国労の組織的指示によるものである。

そもそも、国労バッジは国労組合員であることの表示であり、そ

の着用が国労組合員としての組合活動であることは論を待たない。

したがって、国労執行部がＡらの救済申立てを支持しなかったか

らといって、国労バッジ着用が国労の組合活動でなくなるわけでは

ない。

また、国労が組織として発出した国労バッジ着用の指示は、今日

に至るまで撤回されておらず、Ａらが職場で国労バッジを着用し続

けたことは、国労の指示に基づく国労組合員としての組合活動にほ

かならない。

(イ) 会社は、組合バッジ着用者を「４党合意反対派」と認識していた｡

会社は本件の組合バッジの着用を理由とする処分につき、「単に各

個別社員の規律違反の問題にしているにすぎない」というが、会社
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は国労バッジ着用者を「四党合意反対派」としてことさら敵視して

いたのであり、単に各個別社員の規律違反の問題として対処してい

たわけではないのである。

（４）服務規律違反を理由とする本件各処分は不当労働行為に当たること。

（争点３）

ア 初審命令は、次のとおり、信用性を欠くＫ陳述書に依拠して事実認

定を行っている点で誤っており、Ａらの非違行為なるものは存在しな

い。

（ア）Ｋ陳述書には明らかに事実に反する記載がある。すなわち、①Ｆ

が１１年３月に服務規律違反で処分された理由につき、「氏名札の

余白に朱書きで『失格』と書いたものをセロテープで貼り付けてい

た」とあるが、そのような事実はまったくない、②Ｆが１５年３月

に服務規律違反で処分された理由につき、Ｋ陳述書には「自販機の

鍵を紛失した」とあるが、ＦはＬ駅の倉庫の鍵をＬ駅構内で落とし

たものの、その鍵はＬ駅の社員によって拾われていたというのが事

実である。

（イ）Ｋの陳述書には、Ａらの数多くの非違行為が記載されているが、

これらの中でＫが直接見聞した事例は１件もない。すべてＫの伝聞

である。

（ウ）Ｋは、陳述書に記載したＡらの非違行為は人事管理台帳に基づい

て記載した旨を述べたが、肝心の人事管理台帳を、会社は証拠とし

て提出していない。したがって、Ｋの主張する非違行為には客観的

証拠が欠けている。

イ 初審命令は、次のとおり、服務規律違反が国労組合員への嫌悪を決

定的動機として発令された事実を看過している点で誤っており、国労

嫌悪を決定的動機とする服務規律違反を理由とする処分は労組法第７
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条第１号及び第３号の不当労働行為に該当する。

（ア）服務規律違反を理由とする処分は、ベンディング職場以外の社員

に対して発令された例がなく、ベンディング職場のみを対象とした

特有の処分である。

（イ）ベンディング職場に配属されているのは、管理職以外は国労組合

員のみであり、しかもその大半は国労の役員や役員経験者、積極的

な組合活動家層である。

会社は、こうした国労の役員・活動家を鉄道本来の業務から排除

し、ベンディングに押し込めることによって一般組合員と役員の交

流を断ち、国労の弱体化を図ろうとした。

２ 会社の主張

（１）発令日から１年以上を経過して申立てられた各処分に係るＡらの申立

てを排斥した初審判断は正当であること。（争点１）

ア Ａらは、各処分は、会社の一貫した不当労働行為意思のもとに一体

的になされた一連の行為であるから、労組法第２７条第２項の「継続

する行為」に該当し、その一連の行為の一部の処分が申立期間内にあ

る限り、申立期間は徒過しないと主張する。

しかしながら、「継続する行為」とは、「一個の行為自体が現に継

続して実行されていた場合をいい、行為の結果が継続しているにすぎ

ない場合や、複数の行為が相次いで行われた場合を指すのではない」

から、Ａらの主張するような「国鉄分割・民営化以来、国労の解体を

企て続けてきた会社の一貫した不当労働行為意思に基づきなされたも

の」などという主観的な理由により、「継続する行為」となるもので

はない。

イ Ａらは、別表１記載の一部の処分については、初審準備書面(２)に

より救済申立てがなされていたとみるべきであると主張する。しかし
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ながら、Ａらの初審準備書面(２)における上記各処分に係る主張は、

単に事情として提出されたものにすぎず、特に各処分について救済を

申し立てるものでないことは、上記準備書面(２)と同日付にて提出さ

れた「不当労働行為救済申立書補充書」において、上記各処分につき

あえて救済を求める対象として特記していないことに照らし明らかで

ある。

ウ Ａらは、各処分に関し、「定期昇給における減俸の是正」を求める

のは、その減俸措置がなされた最終支払月が申立期間内にあること、

及びその効果が「是正されない限り不利益は現在及び将来に及ぶ」こ

とを理由に、「『申立期間徒過』の問題とはならない」という。

しかしながら、定期昇給における減号俸の措置は、賃金規程２０条

に基づき毎年４月１日をもって行われるもので、特にＡらに係る措置

は、各処分を理由として、同規程２４条に基づきとられたものである

以上、当該処分の効果といいうるものにすぎないのであって、特段の

査定に基づくものではないから、その処分通告をもって行為は完了し

ていることは明白である。

（２）本件警告書の掲出は不当労働行為に該当しないとする初審判断は正当

であること。（争点２(１)）

会社においては、服装整正に係る職場規律は確立・維持されているに

かかわらず、２０回余の訓告処分を受けてもなお依然として勤務時間中

の組合バッジ着用を継続する社員の所為は、単に就業規則違反にとどま

らず、会社の業務指示権及び職場管理権を否定するものにほかならない

のであるから、その違法性はなおさら顕著である。会社としてはこれを

放置しえないものであったところから、１４年３月２８日、本件警告書

を掲出して、かかる非違行為を継続する者に対し厳重に警告を発したの

であって、本件警告書が職場規律の維持のためになされた措置として正
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当なものであることは否定しえないはずである。

（３）服装整正違反を理由とした各処分のうち、Ａらの申立てを認容して労

組法第７条第３号の不当労働行為の成立を認めた初審判断の誤りは明白

であること。（争点２(２)）

ア 初審命令は、Ａらの勤務時間中の組合バッジの着用が職場規律違反

であり、勤務時間中の組合バッジ着用の所為は、会社の業務指示権及

び職場管理権を確信的に否定する違法性の顕著な行為であることを看

過するものであって、その誤りは明白である。このことは、Ａらが所

属する国労が本件申立てを一切支援していないことからも顕著であ

る。

イ 服装整正違反を理由とする各処分は、会社における職場規律維持及

び業務指示権の確立を目的として、Ａらの継続的な就業規則違反の所

為を戒めるために行われたものであるところ、Ａらによる勤務時間中

の組合バッジ着用が会社の就業規則３条（職務専念義務）、２０条３

項（服装整正義務）、２３条（勤務時間中の組合活動の禁止）に抵触

する行為である以上、これが、不当労働行為制度により保護される「正

当な組合活動」には該当せず、したがって、本件において、労組法第

７条第１号による不当労働行為の成立を認めえないことは明らかであ

る。

ウ 勤務時間中の組合バッジ着用者に対する本件各処分は、支配介入に

は当たらない。

すなわち、不当労働行為意思としての「嫌悪」の対象は労働組合な

いしその組合活動でなければならず、個人のしかも「会社の指示に服

さない」ことに対する嫌悪をもって、反組合的意思たる不当労働行為

意思が認められることにはならない。

また、従業員が管理者の指示を公然と無視、否定して、あえて非違
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行為をくり返す場合には、自ずとその処分の量定が加重されることは、

懲戒処分の本質に照らし不可避のことであって、このことは本件も同

様である。

したがって、Ａらに対する本件各処分はもっぱら就業規則違反の非

違行為を戒めるものであり、そもそも、少なくとも本件警告書掲出以

降の勤務時間中の組合バッジの着用は、国労の組織としての意思から

乖離したものであることはもとより、Ａらの労働組合としての集団性

を認めえないものであるうえ、会社には国労に対する不当労働行為意

思としての「嫌悪」など認める余地もないから、これらを労組法第７

条第３号違反とした初審命令の判断は誤りである。

（４）服務規律違反を理由とする各処分に係る申立てを排斥した初審命令は

正当であること。（争点３）

ア ＡらによるＫ陳述書の信用性を否定する主張は、いずれも理由のな

いものであって、同陳述書が信用に足るものであることは顕著である。

(ア) ＡらがＫ陳述書の記載内容について「虚偽」であるとするものは、

①Ｆが「氏名札の余白に朱書きで『失格』と書いたものをセロテー

プで貼り付けていた」こと、②ＦがＬ駅の「自販機の鍵を紛失した」

ことのみである。

しかしながら、①については、Ｋ陳述書は、人事管理台帳に記録

された記載に基づき陳述しているものであって、１１年１月１５日

という日にち及び具体的行為態様が特定されていることからすれ

ば、その陳述が信用に足るものであることは明らかである。また、

②については、Ａらも、Ｆが鍵（倉庫及び自販機清掃用の鍵の束で

ある。）を紛失したこと自体を自認しているのであって、その後拾

得者による届出の有無は、Ｆの鍵の紛失行為を宥恕しうる事情では

ないのであるから、この記載がないことをもって、Ｋ陳述書の信用
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性が否定されることにはならない。

(イ) また、Ｋ陳述書の伝聞性についていえば、確かに、Ｋ陳述書は伝

聞証拠ではあるが、当時作成された人事管理台帳及び当時の管理者

の記憶を聴取した上で作成されているのであり、その内容は日時が

具体的に特定され、Ａらの非違行為の態様なども具体性に富むもの

であるから、伝聞証拠であることをもって、その信用性が否定され

ることにはならない。

(ウ) さらに、客観的証拠に基づいていないとの点について反論すれば、

Ｋ陳述書は、人事管理台帳及び当時の管理者からの聴取という客観

的資料によるものであるから、その指摘自体、前提において既に誤

りである。

イ Ａらに対する服務規律違反を理由とする各処分はいずれも理由があ

る。

（ア）Ａに対する厳重注意処分の理由は、具体的には、倉庫内における

喫煙等が是正されなかったため、繰り返し注意されたところ、暴言

は減ってきたものの、注意されても無視して喫煙を続けたり(１５

年７月２２日)、喫煙は所定の喫煙場所で行うようにいわれると、

「定められたところとはどういうところだ」と反発する(１５年７

月１２日)など、管理者の注意に対する反抗が重ねられていたこと

である。

（イ）Ｇに対する口頭注意処分の理由は、１４年７月６日、Ｍ駅の京浜

東北線東京方面のホーム喫煙所において、勤務時間中にかかわらず

喫煙していたことであり、すなわちＧは、自販機清掃の業務指示を

受けていたにもかかわらず、その作業時間帯に、制服のまま、乗客

が一般に利用するホーム喫煙所において喫煙して、無断で休憩して

いたという業務指示違反を行っていたので、巡回中の管理者がこれ
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を現認し、厳しく注意指導するとともに、業務指示違反を通告した

ものである。

（ウ）Ｆに対する口頭注意処分の理由は、勤務時間中に倉庫内で休んで

いたり（１４年５月１３日他１回）、以前にも注意を受けた、認め

られていない自家用車で通勤した（１４年７月３１日）という服務

規律違反である。なお、会社は、再三にわたりＦが自動車通勤する

ことを注意していたのであるから、仮に、真にＦが自動車通勤につ

き会社の承認が必要であることを知らなかったとすれば、それは、

単に同人の職場規律に係る基本的理解に欠けるというにすぎない。

ウ 服務規律違反を理由とする各処分が国労嫌悪を決定的動機としてな

されたとする、Ａらの主張は誤りである。

ベンディング事業所においては、職場規律の乱れが著しかったこと

から、会社として、重点的に職場の実態を調査・把握し、その是正を

進めてきたのである。したがって、服務規律違反がベンディング事業

所に所属する社員に集中するのは、当該職場に服務規律違反が多かっ

たことによる当然の帰結である。

また、服務規律違反を理由とする各処分は、組合バッジ着用者に対

する処分の集団抗議行動との関連性がなく、重点的にベンディング職

場の実態を調査・把握し、その是正を進めてきたことからも明らかで

ある。

第４ 当委員会の認定した事実

１ 当事者

（１）会社は、昭和６２年４月１日、日本国有鉄道改革法等に基づき、日本

国有鉄道（以下「国鉄」という。）が経営していた旅客鉄道事業のうち、

東北及び関東地方を中心とする事業を承継して設立された株式会社であ
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り、肩書地に本社を置き、本件初審審問時(１５年６月)の社員数は約７

２，５００人である。

（２）平成２０年（不再）第８号再審査申立人Ａ、同Ｂ、同Ｃ、同Ｄ、同Ｅ、

同Ｆ、同Ｇ、同Ｈ（以上は、都労委平成１４年(不)第１０８号事件の申

立人である。）及び同Ｉ（都労委平成１７年(不)第８６号事件の申立人

である。）は、いずれも国労の組合員である。

（３）Ｉは、２２年８月５日に死亡し、同人の承継人である配偶者Ｊは、同

年１０月６日に救済申立ての承継を申し出ている。

２ 国鉄改革（分割民営化）に至る経緯

（１）昭和５７年７月３０日、第二次臨時行政調査会は、第三次答申（基本

答申）を行った。この答申においては、国鉄の経営の悪化をもたらした

原因の一つとして、「労使関係が不安定で、ヤミ協定、悪慣行の蔓延な

ど職場規律の乱れがあり、合理化が進まず、生産性の低下をもたらした

こと」が指摘され、国鉄に最も必要なことの一つとして、「職場規律を

確立し、個々の職員が経営の現状を認識し、最大限の生産性を上げるこ

と」が挙げられ、国鉄の分割民営化が必要であるという結論が示された。

そして、「新形態移行までの間緊急にとるべき措置」として指摘され

た１１項目の中には、「職場規律の確立を図るため、職場におけるヤミ

協定及び悪慣行（ヤミ休暇、休憩時間の増付与、労働実態の伴わない手

当、ヤミ専従、管理職の下位職代務等）は全面的に是正し、現場協議制

度は本来の趣旨にのっとった制度に改める。また、違法行為に対しての

厳正な処分、昇給昇格管理の厳正な運用、職務専念義務の徹底等人事管

理の強化を図る。」とする項目が含まれていた。

（２）昭和５８年８月２日、日本国有鉄道再建監理委員会は、「日本国有鉄

道の経営する事業の運営の改善のために緊急に講ずべき措置の基本的実

施方針について」と題する報告書を政府に提出し、その中で、経営管理
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の適正化の一つとして職場規律の確立について、「現在行われている措

置を着実に推進するとともに、幹部職員が積極的に現場と接触するほか

定期的な総点検を行うこと等により早急に組織全体への浸透を図るべき

である。」と提言した。

（３）昭和６０年７月２６日、日本国有鉄道再建監理委員会は、「国鉄改革

に関する意見－鉄道の未来を拓くために－」と題する報告書を政府に提

出した。同報告書は、国鉄の旅客鉄道部門を全国六地域に分割し、民営

化すること、その実施の時期を昭和６２年４月１日とすること、国鉄が

新事業体に移行することにより約９万３千人の余剰人員が生じるため、

その対策を講じるべきことなどを内容とし、国鉄再建の具体的方法を述

べたものであった。

（４）昭和６１年１１月２８日、国鉄改革法等いわゆる国鉄改革関連８法が

成立し、同年１２月４日に公布された。

これにより、国鉄の鉄道事業の大部分は、昭和６２年４月１日をもっ

て会社を含む新事業体に引き継がれた。

３ 組合バッジに関係する就業規則及び賃金規程の定め

会社は、昭和６２年４月１日の発足に当たり、就業規則に、服装の整正

及び勤務時間中等の組合活動に関する定めを置き、就業時間中の組合バッ

ジ等の着用を禁止した。これに違反した者は、以下のとおり、処分を受け

ることがあるほか、賃金規程には、期末手当の額の減額や昇給号俸数の減

俸の措置を受ける旨の定めがあった。

（１）就業規則の関連条項の要旨

第３条（服務の根本基準）社員は、自己の本分を守り、会社の命に服

し、法令規程等を遵守し、全力をあげてその職務の遂行に専念し

なければならない。

第２０条（服装の整正）（第３項）社員は、勤務時間中に又は会社施
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設内で会社の認める以外の胸章、腕章等を着用してはならない。

第２３条（勤務時間中等の組合活動）社員は、会社が許可した場合の

ほか、勤務時間中又は会社施設内で、組合活動を行ってはなら

ない。

第１３９条（懲戒の基準）懲戒する基準は、ⅰ法令、会社の諸規程等

に違反した場合、ⅱ上長の業務命令に服従しなかった場合、

ⅲ職務上の規律を乱した場合など１２項目を定めている。

第１４０条（懲戒の種類）懲戒の種類は、ⅰ懲戒解雇、ⅱ諭旨解雇、

ⅲ出勤停止（３０日以内の期間）、ⅳ減給、ⅴ戒告の５種類

を定め、懲戒を行う程度に至らないものは訓告となる。

なお、厳重注意は訓告より低位の処分であり、戒めのための事実行為

とされている。また、厳重注意より軽易な処分として口頭注意がある。

（２）期末手当の額の減額に関する規定

期末手当は、賃金規程第１４２条ないし第１４５条の規定に基づき、

成績率により支給額が増額又は減額される。

期末手当の調査期間は、夏季手当は前年１０月１日から当年３月３１

日まで、年末手当は４月１日から９月３０日まで（第１４２条）とされ、

その支給額は、基準額×（１－期間率±成績率）により算定した額（第

１４３条）となる。期末手当は、調査期間内の欠勤期間（第１４４条）

による減額のほか、調査期間内における勤務成績に基づく成績率により

増額又は減額され、減額されるのは、

ⅰ 出勤停止の処分を受けた者は１５％減

ⅱ 減給又は戒告の処分を受けた者は１０％減

ⅲ 訓告を受けた者及び勤務成績が良好でない者は５％減

（第１４５条）とされている。

（３）昇給号俸数の減俸に関する規定
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昇給は、賃金規程第２２条の昇給が第２４条の昇給欠格条項に該当す

る場合、昇給号俸数から一定の号俸を減ずることになっている。

昇給は、毎年４月１日に（第２０条）、４号俸以内（第２２条）で行

われ、昇給欠格条項に該当するときは所定の号俸を昇給号俸から減ずる

（第２４条）とされている。昇給欠格条項は、欠勤等のほか、

ⅰ 懲戒処分１回につき１号俸減

なお、出勤停止については次を加算する。

① 期間が１０日までは１号俸減

② １１日以上は２号俸減

ⅱ 訓告は２回以上で１号俸減

ⅲ 勤務成績が特に良好でない者は１号俸以上の減

とされている。

（４）国労と会社との労働協約

昭和６２年４月２３日付けの会社と国労東日本鉄道本部との労働協約

では、経営協議会及び団体交渉など会社から承認を得た場合のほか、勤

務時間中の組合活動を行うことはできないことを約定している（同協約

第６条）。

４ 会社の組合バッジ着用に対する対応と処分

（１）会社発足以前の状況

国鉄の分割民営化が具体化するまで、国鉄は、組合バッジの着用に関

してその取外しを指示するとか（以下、ことわりのない限り、組合バッ

ジの着用ないし国労バッジの着用の趣旨の表記は、就業時間中のそれを

いう。）、処分することはなく、国労以外の労働組合の組合員も組合バ

ッジを着用していた。しかし、昭和６１年頃から組合バッジ着用者が上

司から取外しの指示をされ、職員としての自覚が足りない、このままで

は新会社に行けないなどと注意された。
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（２）会社の組合バッジ着用者に対する対応

ア 昭和６２年３月２３日、会社設立準備室は、東日本地区各機関に対

し、会社発足の際の社員証、社章及び氏名札の社員への交付方法、着

用方法等について指示するとともに、組合バッジを着用している場合

は、それを外させ、社章を着用させることなどを指示した。

イ 昭和６２年４月７日、会社は、各機関に対し、各現業機関の社員を

対象に同月１日から７日までにおける社章、氏名札及び組合バッジの

常態的な着用状況についての調査・報告を指示した。

上記調査結果によると、１，３０３か所の現業機関の６４，１０５

名中、正規の服装をしていた者が５８，３７６名（９１．１％）であ

り、組合バッジ着用者が５，６４５名（８．８％）であり、そのうち

国労組合員が５，６３４名を占めていた。

ウ 昭和６２年４月２０日、会社は、各機関に対し、①組合バッジ着用

者に対し、服装整正違反である旨の注意を喚起し、取り外すよう注意

・指導すること、その際の注意等に対する言動を含めた状況を克明に

記録しておくこと、②繰り返し注意・指導を行ったにもかかわらず、

これに従わない社員に対しては「就業規則」及び「社員証、社章及び

氏名札規程」に違反するとして厳しく対処することとし、人事考課等

に厳正に反映させることとされたいこと、等を内容とする指示をした。

エ 会社は、同年５月７日から５月１３日までにおける社章、氏名札及

び組合バッジの着用状況の調査を行ったところ、その結果は、組合バ

ッジ着用者は２，７９８名（全体の４．４％）であり、そのうち国労

組合員が２，７９０名であった。

オ 昭和６２年５月２８日、会社は、各機関に対し、服装違反者に対す

る方針を示し、当該方針の中で、警告文（昭和６２年５月２９日付け）

を掲示するとともに、各現場での点呼、掲示等により社員に対して周
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知徹底を図り、現場の実態について完全に把握し、厳正な対処の準備

を図られたいと指示した。

その後も会社は、一貫して組合バッジの着用について、その取外し

を指導、注意し続けていた。

（３）組合バッジ着用者に対する処分

ア 昭和６２年６月、会社は組合バッジ着用者に対し、初めて服装整正

違反を理由として４，８８３名を厳重注意処分ないし訓告処分を発令

し、同年１１月にも服装整正違反で２，０８９名を処分した。

イ その後も会社は、組合バッジ着用者に対する処分を年２回程度の割

合で実施していった。また、被処分者は、３年９月の処分で２，００

０人を割り込み、８年９月の処分で１，０００人を割り込み、１４年

３月には３１４人（全従業員の０．４％）になっていた。

（４）組合バッジ着用についての国労及びＡらの対応

ア 国労東京地方本部は、組合員の脱退が相次ぐ中で、国労バッジ（１．

２センチメートル四方程度の大きさの中に、ＮＲＵと刻印されてい

る。）の着用を指示しており、会社設立の直前の昭和６２年３月３１

日にも、国労東京地方本部は傘下の支部に対して、国労バッジの完全

着用を再度徹底するよう文書で指示した。その後、国労東京地方本部

が国労バッジの着用指示を撤回したことはないが、会社の国労バッジ

着用者に対する処分が続く一方、同バッジの着用者が減少する中で、

下記（６(1)、(2)）のとおり、同バッジの着用については分会ないし

組合員個人に委ねられた実情に変わっていった。

イ １２年５月３０日、当時の自由民主党、公明党、保守党及び社会民

主党の４党は、ＪＲ不採用問題の打開について、国労がＪＲに法的責

任がないことを認めること、これを全国大会で決定すること等を前提

として、解決のために努力することの合意（以下「四党合意」という。）
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を行った。国労は、四党合意の受入れを巡る混乱が生じ、１２年７月

以降、臨時大会及び定期大会を経て、１３年１月２７日に続会大会を

開催して四党合意の受諾を決定した。

四党合意の受諾を是としないＡ、Ｂ、Ｃ及びＨは、東京都労委に対

し、四党合意は国労に対する支配介入及び不利益取扱いであるとして

１２年８月２５日に、不当労働行為救済申立て（都労委平成１２年(不)

第８６号）を行った（下記６(３)オ）。Ａら４名は、上記不当労働行

為救済申立てにおいて、「そもそも『四党合意』は、国労がＪＲ各社

の不当労働行為責任を追及する方針を転換し、闘争をやめれば、雇用

・和解金につき、なんらかの利益が得られるかのような言動をもって、

国労の方針に影響を与えようとしたものである。」、「『四党合意』は、

国土交通省やＪＲ東日本などＪＲ各社の主張を、自由民主党を介して

国労に押し付けてその団結を妨げ、かつ、申立人らが対象となってい

る不当労働行為事件にも不当な影響を与えようとする支配介入及び不

利益取扱いである。」と主張している。

また、１４年４月２６日、自由民主党ら与党３党は、四党合意の受

入れ後もＪＲの法的責任を追及するなど国労の姿勢の矛盾を指摘し

て、この矛盾を解消しなければ四党合意から離脱するとの声明（以下

「三党声明」という。）を発したところ、これに対しても上記Ａら４

名及びＤを含む一部の国労組合員は、東京都労委に対し、三党声明は

国労に対する支配介入及び不利益取扱いであるとして１４年９月１８

日に、不当労働行為救済申立て（都労委平成１４年(不)第９４号）を

行った（下記６(３)オ）。

他方、国労内部では、１３年１２月に国労Ｐ地方本部の組合員を中

心に四党合意に賛成する組合員が国労を脱退して、Ｑ組合を結成する

動きが生じた。
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ウ 国労は、国労バッジ着用による処分問題の救済申立てを東京都労委、

神奈川県労働委員会（以下「神奈川県労委」という。）、埼玉県労働

委員会(以下「埼玉県労委」という。)及び千葉県労働委員会等に行っ

た。神奈川県労委へは、第１次組合バッジ事件（昭和６２年６月の処

分取消し、同処分に伴う不利益の回復）、その後、１４年までの処分

取消しと回復措置を求めて、第２次、第３次、第４次の組合バッジ事

件の救済申立てを行った。神奈川県労委は上記一連の申立てを認容す

る救済命令を発し、このうち第１次組合バッジ事件に係る命令は、最

終的に１１年１１月１１日、最高裁判所の上告不受理決定により確定

した。これを受けて会社は、救済命令を履行し、１２年２月２５日の

賃金支払日に減額分を返還し、同時に「今後このような行為を繰り返

さないことを誓約します。」との文書を国労に交付した。また、残余

の命令は、会社が当委員会に再審査を申し立てていたが、下記カのと

おり和解が成立した。

エ Ａらは、国労本部や東京地方本部などに対し、国労バッジ着用者に

対する処分等の問題の追加申立て若しくは新たな申立てを求めた。し

かし、国労は、ＪＲに法的責任がないとした四党合意の受諾によって、

「会社と喧嘩をしない。」、「組織として不利益を避けたい。」という

見解を示し、Ａらの要求を容れなかった。

オ 国労東京地方本部の下部組織である横浜支部教宣部が発行した１４

年３月１０日付けの機関誌「横浜速報」には、「国労バッジを全員つ

けよう」と記載されていたが、同年４月１日付けの機関誌にはその旨

の記載はない。

カ １６年９月１６日及び１７年１月２１日、当委員会は、当委員会に

係属する国鉄の分割・民営化と会社発足に伴う職員の配属発令並びに

その後の兼務・配転等発令に関連する事件（１３件）について、和解
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勧告を行い、国労と会社とは、これを受諾して和解が成立した。

また、１７年１０月３１日、当委員会は、当委員会に係属する昇進

試験に関連する事件（９件）の和解勧告を行い、国労と会社とは、こ

れを受諾して東京都労委係属事件１４件も含め計２３件について和解

が成立した。

さらに、１８年１１月６日、当委員会は、国労組合員の会社への採

用問題を除き、出向・配転等に関連する事件（３０件）、国労バッジ

事件（１１件）及びその他不利益取扱い等に関連する事件（２件）の

計４３件の係争事件について、和解勧告を行ったところ、国労と会社

は、これを受諾して出向・配属等の東京都労委他３県労委の係属事件

６件、国労バッジの東京都労委係属事件１０件、及びその他不利益取

扱い等の東京都労委係属事件２件を含めて計６１件の和解が成立し

た。

上記１８年１１月６日の勧告書は、その前文において「当委員会は、

会社と組合（下部機関の東日本本部、各地方本部、支部、分会及び申

立組合員を含む。）とが、正常かつ良好な労使関係の確立が不可欠で

あることを深く認識し、労使関係の健全な発展に努めることが重要で

あるとの観点から、上記不当労働行為救済申立事件を終結させ、下記

により和解することを適当と認め、和解を勧告する。」としており、

その和解内容としては、①会社と組合は、本件和解の趣旨等を踏まえ、

本件事件に係る紛争を解決し、健全で良好な労使関係の確立に努力す

る旨、②会社と組合は、今後、労働組合法及びその他関係諸法令を遵

守し、労働協約の精神に則り、相互の権利を尊重し、誠実に義務を履

行して、労使紛争が生じないように努める旨の条項が含まれている。

これにより、Ａら及びその他国労組合員による個人申立事件を除い

て、国労と会社間での労働委員会における係争事件はすべて終結した。
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キ １８年１１月２日、Ａらは、上記労働委員会に係属する国労バッジ

事件を含む係争案件の和解に反対する立場から、労働委員会に係属す

る国労バッジ事件についての当事者追加の申立てを、当委員会及び東

京都労委に行った（下記６(３)カ）。

さらに、Ａらは、同月５日、国労に対し上記和解に係る抗議文を提

出した（下記６(３)キ）。

５ 本件警告書の掲出と組合バッジ着用者に対する処分等

（１）１４年３月１５日、会社は、地方機関の長らに対して、服装整正等に

係る就業規則に違反する者はこれまで最高で２８回の処分を行ってもな

お違反行為を繰り返しており、違反者にはこれまで以上に厳正に対処す

ることとし、これを点呼及び掲示等で周知を図るとともに、違反者に対

して注意・指導を強化し、違反行為の現認と社員管理台帳(人事管理台

帳)への記載の徹底を図られたい旨を通達した。

（２）１４年３月２８日、会社は、「会社は、発足以来、就業規則等関係諸

規程を整備し、社員がこれを遵守することにより、職場規律が確立され

てきたことは周知のとおりである。しかるに、現在においてもなお、例

外的一部の社員が、管理者の再三の注意・指導にもかかわらず、就業規

則等で定められている社章、氏名札の着用を行わず、又は勤務時間中に

組合バッジを着用するなどの就業規則違反を繰り返し、中には数十回の

訓告を受けながらなお是正することのない社員も見受けられることは、

誠に遺憾である。このような事態は、まさに会社の期待を裏切るもので

あり、会社としてこれを放置しえないことはもとよりである。従って、

今後なおこのような違反行為をあえてする社員に対しては、会社は、さ

らに厳正な処分を行わざるを得ないことを念のため警告する。」との本

件警告書を全職場に掲出した。

なお、会社は、本件警告書の掲出前に国労東日本エリア本部に対し、
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同警告を行う旨を伝えたが、国労は、特段の異議や抗議をすることはな

かった。

（３）本件警告書掲出前後の服装整正違反の被処分者

本件警告書掲出前の１３年３月の組合バッジ着用を理由とする服装整

正違反の被処分者は３９１名（全社員の０．５％）であり、同年９月は

３４５名（同０．５％）、１４年３月は３１４名（同０．４％）と徐々

に減少した。組合バッジ着用者は、本件警告書掲出後の同年４月は１２

７名となり、同年７月は２６名となった。そして、会社は、同年７月１

日時点で組合バッジを着用していた２６名を減給処分とし、同年４月か

ら同年６月末までの間に組合バッジを着用していたが、これを外した１

０１名を訓告処分とし、都合１２７名（同０．２％）を処分し、同様に

１５年３月には７名（同０．０１％）を処分した。

６ Ａらの組合バッジ着用状況と他の組合活動状況等

（１）Ａらの国労バッジの着用状況

Ａらは、本件救済申立ての契機となった１４年３月２８日の本件警告

書掲出当時、いずれも国労バッジを着用していた国労組合員である。ま

た、Ａらの多くは国鉄時代から国労バッジを着用していたが、下記(２)

エのとおり、Ｄは、会社に採用された後に国労バッジの着用を始めた者

である。Ｉは、本件初審結審時も国労バッジの着用を続けているが、Ｆ

は１４年４月から、Ｅ及びＧは同年５月から、Ｈは同年７月から、Ｄは

１５年１月から、Ｂは同年３月から、そしてＡとＣは同年４月から、そ

れぞれ国労バッジを外した。

（２）Ａらの国労バッジの着用状況と同人らに対する処分状況

Ａらは、いずれも、本件警告書が掲出される前から、国労バッジ着用

を理由とする服装整正違反により、訓告処分を受けていた。

ア Ａについて
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（ア）Ａは、昭和４８年１２月に国鉄に入社し、５０年６月に三鷹保線

区に配属され、以降一貫して保線業務に従事していた。しかし、昭

和６１年７月に三鷹保線区人材活用センターに配属され、昭和６２

年４月、会社に採用された後は、同年５月に東京ベンディングサー

ビスセンターに配属され、現在まで飲み物の自動販売機の補充、管

理等を行うベンディング業務に従事している。

Ａは、昭和４９年６月、国労に加入し、その頃から国労バッジを

着用し始めた。国労東京地方本部八王子支部三鷹保線区分会では、

分会執行委員、分会書記長及び副分会長などに就いた。

Ａは、会社の発足直後から国労バッジを外すよう所長や助役等か

ら出勤時、朝の点呼時、作業開始時などに指示された。

本件警告文が掲出された時も、作業開始時に助役から「不要な物

を外すように注意します。」と繰り返して命令された。

Ａは、１５年４月に国労バッジを外した。

（イ）Ａは、会社から服務規律違反を理由とする処分を含めて別表１及

び別表２記載の処分を受けた。

（ウ）Ａが、上記（イ）の処分のうち１４年３月から１５年６月までに

受けた各処分及び賃金等の減額は別表３記載のとおりである。

イ Ｂについて

（ア）Ｂは、昭和４１年６月に国鉄に入社し、田町電車区で運転士とな

り、電車運転士の業務に従事していた。会社では、新橋駅の売店「サ

ンクス」の勤務となった以降、電車運転士の業務に就くことはなく、

５年１１月には上野駅のコインロッカー係に、１０年４月には東京

駅営業機動センターに配属された。

Ｂは、昭和４２年に国労に加入した頃から国労バッジを着用した。

会社でＢは、駅長らから国労バッジの取外しを指示されていた。
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本件警告書が掲出された際、東京駅営業機動センター所長はＢに

対し、「処分の内容が重くなるので外した方がよい。」、「着用者も

少なくなっている。」、「処分の内容は厳しくなる。戒告から出勤停

止、免職まであり得る。」などと述べた。Ｂは、１５年３月２７日

に出勤停止処分を受けたとき、所長から「このままバッジを付け続

けると、解雇もあるぞ。」と言われ、その後、国労バッジを外した。

（イ）Ｂは、本件警告書掲出後、国労バッジ着用を理由として１４年７

月１１日の減給処分など別表１記載の処分を受けた。

（ウ）Ｂが、上記（イ）の処分のうち１４年３月から１５年６月までに

受けた各処分及び賃金等の減額は別表３記載のとおりである。

ウ Ｃについて

（ア）Ｃは、昭和４９年２月に国鉄に入社し、昭和５３年２月から武蔵

小金井駅営業係として、ホームや改札業務に従事していた。会社は

Ｃを武蔵小金井駅営業係として採用した。その後、Ｃは、６３年１

月以降、一貫してベンディングの業務に従事している。

Ｃは、昭和４９年１０月に国労に加入し、昭和６２年２月頃には

国労バッジの着用者が減少する中でも国労バッジを着用し続けた。

会社では、武蔵小金井駅分会でただ一人国労バッジを着用していた

Ｃに対し、上司から「就業規則違反になるぞ。」などと言われ、駅

長室への呼び出し時や点呼時に「バッジを取るように。」と指示さ

れた。

Ｃは、本件警告文が掲出された際も、上司から国労バッジを外す

ように命じられた。Ｃは、１５年４月に国労バッジを外した。

（イ）Ｃは、会社から服務規律違反を理由とする処分を含めて別表１及

び別表２記載の処分を受けた。

（ウ）Ｃが、上記（イ）の処分のうち１４年３月から１５年６月までに
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受けた各処分及び賃金等の減額は別表３記載のとおりである。

エ Ｄについて

（ア）Ｄは、昭和４８年４月に国鉄に入社し、同年１０月に豊田電車区

に配属された後、運転士になり中野電車区及び東所沢電車区で電車

の運転業務に従事していた。会社は、会社発足後の昭和６２年５月

２０日、Ｄを客室冷房装置の清掃業務を行うクリーンアップ要員と

して再び豊田電車区に配属したが、同人は２年から電車の運転業務

に戻った。

クリーンアップ要員の処遇に関する分会内での話合いにより、Ｄ

らは抗議の意味を込めて国労バッジを着用することにした。助役ら

はＤに対し、「左胸の不要な物を外して下さい。」、「就業規則を守

って下さい。」などと言っていたが、本件警告書掲出後は、全員の

助役が「国労バッジを外せ。」と言うようになった。これに対して

Ｄが「労働委員会の救済命令を守って、本線業務に戻して下さい。」

などと言うと、助役は「私は知らない。」などと答えた。また、本

件警告書の掲出時、あるいは減給処分の交付時に区長はＤに対し、

「もしこれ以上バッジを着けていれば、会社も、あの指示に書かれ

ているように、幾らでも処分を出すぞ。」、「最後はクビだぞ。」と

言った。Ｄは、その後も国労バッジの着用を続けたが、１５年１月

に同バッジを外した。

（イ）Ｄは、本件警告書掲出後、国労バッジ着用を理由として１４年７

月１１日の減給処分など別表１記載の処分を受けた。

（ウ）Ｄが、上記（イ）の処分のうち１４年３月から１５年６月までに

受けた各処分及び賃金等の減額は別表３記載のとおりである。

オ Ｅについて

（ア）Ｅは、昭和５３年４月に国鉄に入社し、主として三鷹保線区で保
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線業務に従事していた。Ｅは、入社後すぐに国労に加入し、国労バ

ッジを着用した。会社の発足時に兼務発令で新宿駅の「スタンディ

ー」（昼間はコーヒーなどを、夕方からは酒類を販売するスタンド

バーとなる。）に配属されたが、平成元年には新宿駅営業係に配属

され、改札業務に従事している。

新宿駅分会は、国労組合員がスタンディーに配属されたことへの

抗議として、全員で国労バッジの着用を決めた。新宿駅では相当数

の組合員が国労バッジを付けていたが、会社が処分を始めると次第

に着用者が減少していった。そこで、分会は、国労マーク入りのボ

ールペン、蛍光ペンを胸ポケットに挿すことにした。ちなみに、Ｅ

は、新宿駅分会で６年に分会執行委員となり、１２年に分会書記次

長となり、現在は分会執行委員に就いている。

Ｅは、改札に異動する際、助役から「バッジを外さないと本務に

就かせない。」と言われ、約２週間にわたり日勤勤務で就業規則の

書写し等を命じられた。

また、本件警告書が掲出されたときＥは、駅長から国労バッジを

外すように注意され、１４年５月から同バッジを外した。

（イ）Ｅは、本件警告書掲出後、国労バッジ着用を理由として別表１記

載の１４年７月１１日の訓告処分を受けた。

（ウ）Ｅが、上記（イ）の処分のうち１４年３月から１５年４月までに

受けた各処分及び賃金等の減額は別表３記載のとおりである。

カ Ｆについて

（ア）Ｆは、昭和５５年４月に国鉄に入社し、同年６月に鶴見駅に配属

され、踏切の業務に従事していた。Ｆは、会社では昭和６３年４月

以降、王子ベンディング事業所においてベンディング業務に従事し

ている。
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Ｆは、昭和５５年から国労バッジを着用していたが、昭和６１年

頃から鶴見駅の駅長や助役から「バッジを外しなさい。職員として

の自覚が足りない、このままでは新会社に行けない。」などと言わ

れた。Ｆが会社に採用された以降も国労バッジの取外しを指示され、

王子ベンディング事業所では、始業点呼で管理者が「胸に着いてい

る不要なものを外してください、何時何分、現認します。」などと

述べた。本件警告書掲出後、Ｆらは分会集会を開き、当面、国労バ

ッジを外し、代わりに国労マーク入りのペンを挿すことを決め、１

４年４月中に国労バッジを外したが、国労マーク入りのペンについ

ても、管理者から点呼の際に注意されていた。

（イ）Ｆは、会社から服務規律違反を理由とする処分を含めて別表１及

び別表２記載の処分を受けた。

（ウ）Ｆが、上記（イ）の処分のうち１４年３月から１５年６月までに

受けた各処分及び賃金等の減額は別表３記載のとおりである。

キ Ｇについて

（ア）Ｇは、昭和５３年４月に国鉄に入社し、鶴見駅に配属され、踏切

などの業務に従事していた。Ｇは、会社でも鶴見駅輸送係兼東京要

員機動センターに配属されたが、昭和６２年６月以降、東京、品川、

渋谷、上野等のベンディング事業所の業務に従事している。

Ｇは、昭和５３年１１月に国労に加入すると同時に国労バッジを

着用し始め、その後も着用を続けたが、渋谷ベンディング事業所で

は一時期国労バッジを外した。しかし、９年４月、上野ベンディン

グ事業所に異動した以降は再び国労バッジを着用し、本件警告書が

掲出された日の点呼で助役から「今から服装の整正を行います。Ｇ

さん、胸の不要なバッジを外してください。」と注意された。Ｇは、

本件警告書掲出後の１４年５月３１日に国労バッジを外した。その
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代わりに挿した国労マーク入りのペンも、翌年の冬服から夏服に変

わるときに外した。

（イ）Ｇは、会社から服務規律違反を理由とする処分を含めて別表１及

び別表２記載の処分を受けた。

（ウ）Ｇが、上記（イ）の処分のうち１４年３月から１５年４月までに

受けた各処分及び賃金等の減額は別表３記載のとおりである。

ク Ｈについて

（ア）Ｈは、昭和４７年１１月に国鉄に入社し、昭和５６年３月に鶴見

駅運転係に配属され、信号扱いの担当となり、会社に採用された後

も同業務に従事した。３年２月、東京第一ベンディング事業所事業

係に配属され、１６年１０月まで同業務に従事していたが、その後、

鶴見駅に復帰した。

Ｈは、昭和４８年に国労に加入し、国労バッジを着用してきた。

会社では当初から上司がＨに対し「就業規則違反、意識改革ができ

ていない、時間内の組合活動だ。」などと言い、ベンディング事業

所では点呼や出発時に、管理者が国労バッジの取外しを指示し、「Ｈ

君、何時何分注意しました、現認する。」などと言った。Ｈは、本

件警告書掲出後の１４年７月に減給処分を受けた後、国労バッジを

外した。Ｈは、昭和５８年に鶴見駅分会執行委員、昭和６２年に同

分会執行委員長、２年に同分会書記長を経て、５年に東京第一事業

所分会執行委員、１１年に同分会書記長に就いている。

（イ）Ｈは、会社から服務規律違反を理由とする処分を含めて別表１及

び別表２記載の処分を受けた。

（ウ）Ｈが、上記（イ）の処分のうち１４年３月から１５年４月までに

受けた各処分及び賃金等の減額は別表３記載のとおりである。

ケ Ｉについて
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（ア）Ｉは、昭和４９年７月に国鉄に入社し、新鶴見駅、戸塚駅に勤務

した後、会社では、戸塚、桜木町及び久里浜の各駅の業務に従事し

ている。Ｉは、同年９月、国労に加入するとともに国労バッジを着

用した。

会社では、戸塚駅での点呼時に助役が「服務規程違反だ。」、「バ

ッジを外しなさい。」と言い、これを拒否すると講習室に呼び出し、

複数の助役が「どこから給料をもらっているんだ。」、「会社が大事

か、組合が大事か、どっちなんだ。」などと言った。本件警告書が

掲出されて以降、国労横浜支部は、「組織として不利益を避けたい。」

と国労バッジ着用に消極的な見解を示したが、同バッジを外す決定

には至らなかった。しかし、相当数の組合員は国労バッジを外した。

ところが、Ｉは、本審初審結審時にも国労バッジを着用し続けてい

るために、会社はＩに対し、点呼時に「組合バッジは就業規則で認

めていません、外して業務に就くように指示します。」などと言い

続けている。Ｉは、戸塚駅分会の書記長及び久里浜駅分会執行委員

に就いている。

（イ）Ｉは、本件警告書掲出後、国労バッジ着用を理由として１４年７

月１２日の減給処分など別表１記載の処分を受けた。

（ウ）Ｉが、上記（イ）の処分のうち１４年７月から１９年４月までに

受けた各処分及び賃金等の減額は別表３記載のとおりである。

（エ）Ｉは、その後、会社から服装整正違反を理由として、２０年１月

２６日に出勤停止５日、同年１０月３１日に出勤停止１０日の処分

を受けた。

２０年９月１９日、Ｉは、横浜支社人事課副課長から「エルダー

制度を希望していますが、就業規則を守って頂けるなら雇用契約を

します。バッジをつけていると雇用契約はできない。外すなら希望
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どおり契約書を渡す」旨通告された。

Ｉは、これら処分及び通告は不当労働行為であるとして、２０年

２月１４日、神奈川県労委に対して、救済申立て(２０年(不)第２

号)を行い、２２年１月２６日、神奈川県労委は、救済命令を発し

た。

（３）Ａらが関係する不当労働行為事件

ア Ｄが関係する不当労働行為事件

Ｄの昭和６２年５月２０日付東所沢電車区から豊田電車区への配転

を含む問題について、埼玉県労委は、一部救済命令を発し、会社が再

審査を申し立てていたが、当委員会は、上記事件を含む国鉄の分割・

民営化と会社発足に伴う職員の配属発令並びにその後の兼務・配転等

発令に関連する１３事件について、１６年９月１６日及び１７年１月

２１日に和解を勧告し、国労と会社がこれを受諾して和解が成立した

（上記４(４)カ）。

また、組合バッジの処分に関し東京都労委へ国労らが救済を申し立

てた事件（都労委昭和６３年(不)第５４号ないし都労委平成４年(不)

第３７号まで計１０件）において、Ｄも救済対象者となっていたが、

当委員会での１８年１１月６日の和解が成立した(上記４(４)カ)。

さらに、Ｄが１２年７月の国労の臨時大会中に逮捕され、本線乗務

を外されたことについて、同人が東京都労委に救済を申し立てた事件

（都労委平成１２年(不)第９５号）は、東京都労委が１４年１０月１

０日に一部救済命令を交付した。これを不服としたＤと会社が再審査

を申し立てたが、当委員会は双方の申立てを棄却したため、会社は取

消訴訟を提起した。東京地裁は当委員会の救済命令を取り消したため、

当委員会は控訴を提起した。東京高裁は原判決を取り消したため、会

社が上告受理申立てを行っていたが、最高裁は２０年１０月３１日に
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受理しないとの決定をした。

イ Ｂが関係する不当労働行為事件

Ｂは、国労組合員の昇進試験に関連する事件（都労委平成３年(不)

第６７号）の救済対象者であり、東京都労委は１６年１月２８日に一

部救済命令を交付したが、再審査申立て後の１７年１０月３１日に、

当委員会における昇進試験に関連する事件の一括和解の中で解決した

(上記４(４)カ)。

ウ Ｈが関係する不当労働行為事件

Ｈは、神奈川県労委での組合バッジ事件の対象者であり、第１次組

合バッジ事件では救済措置を受けた者の一人である。

また、３年２月、Ｈの鶴見駅から東京第一ベンディング事業所への

配転を含む問題について、神奈川県労委に救済申立てを行い、同委員

会は、Ｈの原職復帰を含む一部救済命令を交付した。労使双方から再

審査が申し立てられた当委員会は、概ね初審命令を維持する命令を発

したため、会社が提起した取消訴訟で、東京地裁は請求を棄却し、会

社は控訴していたが、１７年８月２日、これを取り下げた。

エ Ｉが関係する不当労働行為事件

Ｉは、神奈川県労委での組合バッジ事件の対象者であり、第１次組

合バッジ事件では救済措置を受けた者の一人である。

オ 四党合意及び三党声明に関する不当労働行為救済申立て

上記(４(４)イ)のとおり、東京都労委に係属した都労委平成１２年

(不)第８６号及び都労委平成１４年(不)第９４号事件において、Ａ、

Ｂ、Ｃ、Ｄ及びＨ（ただし、Ｄは都労委平成１４年(不)第９４号のみ）

が申立人となっていた。

カ 国労バッジに関する不当労働行為事件の当事者追加申立て

１８年１１月２日、Ａら（Ｈ及びＩを除く。）は、東京都労委に対
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し、上記４(４)カの同委員会に係属する国労バッジ事件１０件、すな

わち、都労委昭和６３年(不)第５４号、同第８４号、都労委平成元年

(不)第５２号、同第５５号、同第７４号、都労委平成３年(不)第６０

号、同第６１号、同第６２号、同第６３号及び都労委平成４年(不)第

３７号に係る国労バッジ事件について当事者追加の申立てを行った。

また、同日、Ｈ及びＩは、当委員会に対し、上記４(４)カの当委員

会に係属する国労バッジ事件１１件のうち、中労委平成６年(不再)第

３４号の１、同第３５号の１、中労委平成１５年(不再)第４号及び中

労委平成１６年(不再)第８１号の４件に係る国労バッジ事件につい

て、当事者追加の申立てを行った。

上記各申立書には、「私たちにとって、職場の実態や現に組合員が

受けた不利益が反映されないまま、実損回復も謝罪もなしに頭書事件

が『和解決着』とされるのは耐え難いことである。そうした和解は、

組合員の被救済利益を侵害し、労使紛争の真の解決を遅らせるもので

しかない。そこで私たちは、当事者としてこれら一切の経過に参加す

る権利があると考える。」と記載されていた。

キ Ａらは、１８年１１月５日、国労中央本部及び東日本本部に対し抗

議文を提出した。

上記抗議文には、「中労委が示した和解勧告には、一連の不当労働

行為に対する会社の謝罪も、組合員が被った実損回復の条件もありま

せん。私たちは、『命令履行を求めない』『実損回復も求めない』『謝

罪も求めない』などという条件で会社と和解することは絶対できませ

ん。そもそも、救済対象者である組合員の意見も聞かずに和解案の受

け入れを決定したやり方は、組合員をないがしろにするものであり、

断じて容認できません。」と記載されていた。

７ Ａらに対する服務規律違反を理由とする処分
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（１）ベンディング職場の設置

昭和６２年４月、会社は、既に国鉄時代に商品化された「大清水」及

びお茶等の自動販売機の専門要員による商品補充、配送を実施するため、

会社発足時の余剰人員の対策もあって、東京ベンディングサービスセン

ターを設置し、ベンディング事業所は、同年７月以降、翌６３年４月ま

でに２５か所に設置された。

ベンディング事業所に配属された一般職の従業員は、国労組合員が圧

倒的に多く、３年当時の東京第一ベンディング事業所及び東京第二ベン

ディング事業所のそれはすべて国労組合員であった。同人らは、国鉄時

代には保線区、電車区、車掌区等に勤務していた者であり、また、ベン

ディング事業所に異動する前には国労の支部ないし分会の役員であった

者が多数含まれていた。Ａらのうちでは、従前、Ａは保線業務、Ｃは駅

でホームや改札業務、Ｆ及びＧは踏切業務、Ｈは信号業務をそれぞれ行

っていたが、その後、各ベンディング事業所に異動になった。

なお、Ｈは、上記(６(２)ク(ア))のとおり、１６年１１月、鶴見駅に

復帰している。

（２）ベンディング職場の実態

ア ベンディング事業所では、発足当初から作業指示に従わない、作業

指示に抗議するなどの事態が繰り返され、また、勤務時間内に食事の

準備を行い、職場に組合物品等を持ち込むなどのことがあった。

４年３月、会社は、ベンディング事業所の職場実態を調査し、その

後の職場改善に向けた現業機関の支援を行うとの目的で、当時の東京

地域本社の地区指導センターと現場管理者とが、「職場活性化プロジ

ェクト」チームを組織して、これに取り組むこととした。職場活性化

プロジェクトチームは、実際に従業員が作業を行うコースに立ち会い、

実態を把握し、不適切な事象があればその場で注意指導をした。また、
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会社は、９年７月１４日から職場活性化プロジェクトチームによる点

呼の立会い及び要注意社員に対してのマンツーマン指導を実施した。

このような状況をＡらは「背面監視」と称している。

イ ９年４月頃、東京第一ベンディング事業所が管理する自動販売機か

ら賞味期限切れの缶コーヒーが販売されたこと等が契機になり、会社

は、作業手順や方法を記載した作業マニュアルを作成した。作業マニ

ュアルは、在庫商品の「先入れ・先出し」（先に搬入した商品から、

先に搬出する。）等のルールが守られていないことがあり、また、管

理者の注意に対して「マニュアルに書かれていない。」とか、「そん

な指導は受けていない。」などと異議を述べる者もいたことから、作

業手順等が詳細に記載されていた。

（３）ベンディング職場における服務規律違反による処分

ア 会社は、作業マニュアルに則った作業を従業員に求め、それを遵守

せず、作業手順を変更し、あるいは作業を怠る作業員には注意・指導

を行うとともに、これが是正されない従業員には処分を行った。東京

第一ベンディング事業所では、９年７月１０日に「職場規律の是正に

ついて」という文書を掲出した。同文書は、ⅰ 執務の厳正等の遵守

事項として、点呼中の雑談・喫煙・不要な発言の禁止、勤務時間中の

食事の準備・サンダル履き・組合活動の禁止等、ⅱ 作業面の遵守事

項として、出発時刻等の厳守、作業マニュアルの遵守、倉庫内での禁

煙、作業指示書による作業の完全実施等、ⅲ 勤務関係の遵守事項と

して、休暇、欠勤の手続の履践、必要書類の提出等であり、７月１４

日以降、これが厳守されない場合は厳正に対処するとしていた。

イ 会社は、８年７月以降１３年９月までの間、ベンディング職場にお

ける服務規律違反を理由として、Ａ、Ｃ、Ｆ、Ｇ及びＨに対する別表

２記載の処分を行った。
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服務規律違反の処分は、服務全般に関するものであり、業務命令指

示違反や管理者への暴言等を対象としており、別表２に記載する処分

以前にも、Ａは昭和６３年３月２２日に、Ｃは同６２年１２月１５日

及び同６３年１月１２日に服務規律違反を理由に処分を受けた。

なお、同発令書には処分理由となる個別具体的な違反行為の記載は

なかった。

（４）本件警告書掲出前後における服務規律違反による処分

会社が摘示するＡらに対する処分とその理由は、以下のアないしオの

とおりであるが、会社は、日常的に注意・指導をしていることから、処

分の発令に当たって個別具体的に処分の理由を告げることは少なかっ

た。これらに対するＡらの対応はカのとおりである。

ア Ａは、１４年３月以降、服務規律違反を理由に４回（以下(ア)ない

し(エ)）の処分を受けた。

（ア）１４年３月２３日付出勤停止処分

１３年１０月１日から１４年１月３１日までの間、商品の上に腰

掛け又は寝ているのを注意され、「今日は早いじゃないの。来ると

きは点呼で言ってよ。」などと反抗的発言等を行い、２８回の注意

を受けた。

（イ）１４年９月２０日付戒告処分

１４年４月１日から７月３１日までの間は注意に対する反抗的発

言が減り、注意回数も１６回に減ったものの、倉庫内での喫煙等の

怠業行為などがあった。

（ウ）１５年３月２０日付減給処分

１４年１０月１日から１５年１月３１日までの間に、勤務時間中

に勝手にジュースを飲みながら休憩していたため管理者が注意した

ところ、「そうはいかないよ。ジュースは体にいいよ。」などと述
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べ、１７回の注意を受けたが、執務態度を改めなかった。

（エ）１５年９月１９日付厳重注意処分

１５年４月以降、暴言は減ってきたものの、倉庫内での喫煙等が

是正されず、所定の喫煙場所で吸うように指導すると「定められた

ところとはどういうところだ。」（１５年７月１２日）と述べ、喫

煙の注意を無視して煙草を吸い続けた（１５年７月２２日）。

イ Ｃは、勤務時間中にＮ駅のホームの花壇でゲームをしているのを注

意され、１５年３月２０日付けで服務規律違反を理由に厳重注意処分

を受けた。ちなみに、Ｃは、時期は特定されていないが、これ以外に

も勤務時間中にゲームをして、また、漫画を読み、食事の準備をして

注意されたことがあった。

ウ Ｆは、勤務時間中に倉庫内で勝手に休憩した（１４年５月１３日等）

こと、また、認められていない自家用車出勤をした（同年７月３１日）

ことなどから、服務規律違反を理由に１４年９月２０日に口頭注意処

分を受けた。

エ Ｇは、１４年７月６日の勤務時間中にＭ駅ホームの喫煙所で煙草を

吸っていたことから、服務規律違反を理由に１４年９月２０日に口頭

注意処分を受けた。

オ Ｈは、１４年３月以降、服務規律違反を理由に３回（以下(ア)ない

し(ウ)）の処分を受けた。

（ア）１４年３月２０日付訓告処分

Ｏ駅で客専用のエレベーターの使用を注意されると、「何、ここ

にずっといたの。」と述べ、作業中に倉庫内で鍵をかけて休んでい

たことを注意すると、「鍵をかけて何が悪いんだ。」などと注意・

指導に対して反発した。

（イ）１４年９月２０日付口頭注意処分
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違反行為が減少し、管理者の注意・指導に対して反発するような

態度は少なくなったが、勤務時間中の居眠りや倉庫内での喫煙があ

った。

（ウ）１５年３月２０日付口頭注意処分

管理者に対する反発等は少なくなったが、勤務ぶりに変化はなく、

倉庫内での喫煙や倉庫内で商品に腰をかけて休憩することがあっ

た。

カ 上記ウの１４年７月３１日の事実に関して、Ｆは、自家用車で出勤

する前日に、その理由を管理者に伝えていた。また、服務規律違反の

処分の際、Ｆが処分理由を質すと、管理者から「身に覚えがあるだろ

う。」などと言われた旨を述べている。しかし、Ａ、Ｃ、Ｇ及びＨは、

会社が摘示する理由が事実と異なることなどを具体的に疎明していな

い。

他方、Ａらは、服装整正違反の処分を含めて、会社と国労との労働

協約に基づく苦情申告を行っているが、国労も加わった事前審査の段

階で審査対象として不適当であるとして却下されていた。

第５ 当委員会の判断

１ 争点１(本件救済申立ては、労組法第２７条第２項の定める期間内に行

われたかどうか。)

（１）Ａらは、申立期間徒過に関する初審判断は誤りであるとして、①本件

各処分は、会社による一連一体の継続する行為であり、かつ各処分発令

と減額賃金の支払い等は一体の行為であるから、Ａらの別表１記載の各

処分にかかる救済申立ては申立期間内にある旨、また、補充書等による

追加の救済申立ては、既に主張済みの申立事実について救済内容の範囲

を拡張したものであるから、これらの救済申立ては申立期間内にある旨、
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②初審命令は救済申立日の認定を誤っており、Ａらの別表１記載の一部

の各処分については、初審準備書面（２）が提出された１５年４月１６

日が救済申立日である旨、③本件各処分のうち、定期昇給における減俸

措置の撤回を求める申立ては、現に存する不利益の是正を求めるもので

あって、「申立期間徒過」の問題とはならない旨主張する（前記第３の

１(１)）。

（２）そこで、上記のＡらの不服主張の当否について、以下判断する。

ア まず、上記（１）①の主張の当否について検討する。

別表１記載の各処分については、それぞれの処分発令日は異なって

おり、それぞれの処分は別個の服装整正違反ないし服務規律違反を理

由として行われたものであるから、本件各処分は客観的にみて一体の

行為であると評価することはできない。また、上記各処分の処分発令

とそれに伴う減額賃金の支払い、毎年の定期昇給減俸措置や期末手当

の減額支給とは、それぞれ別個の行為であるから、これらをもって客

観的に一個の行為であると評価することもできない。

なお、Ａらは、毎年の昇給に関する考課査定とこれに基づく当該年

度の毎月の賃金支払いとは一体として一個の不当労働行為をなすもの

とみるべきである旨判断した紅屋商事事件最高裁判決（最三小判平３

・６・４民集４５巻５号９８４頁）に依拠して、本件各処分と減額賃

金の支払い等は一体の行為である旨主張する。しかしながら、本件の

各処分発令と定期昇給における減額賃金の支払い等が継続する行為に

当たるか否かという事案と、差別的な低査定に基づく当該年度の毎月

の賃金支払いとは一体として一個の行為であるとする上記最高裁判決

の事案とは事案の内容・性格が大きく異なるものであるから、上記主

張は失当である。

また、補充書等による追加の救済申立ては救済内容の範囲を拡張し
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たとの主張については、上記に説示したとおり、別表１記載の各処分

はそれぞれ別個の行為とみるべきものであるから、これらの各処分は、

すべてが当初の１４年１０月２４日付け不当労働行為救済申立書によ

り主張されていた申立事実ではなく、補充書、甲準（５）、１７年１

１月２８日付け不当労働行為救済申立書等により、新たに不当労働行

為に当たる事実として追加されたものとみるのが相当である。よって、

この点のＡらの主張も失当である。

上記判断のとおりであるから、本件救済申立ては申立期間内にある

旨のＡらの上記（１）①の主張は採用できない。

イ 次に、上記（１）②の主張の当否について検討する。

Ａらは、初審準備書面（２）において、「第３ 申立人らに対する

処分」と題して「警告書を掲出した１４年３月から１５年３月までの

間に、会社がＡらに対し行った処分状況は、別紙「処分一覧表」のと

おりである」、「別紙『処分一覧表』で明らかなようにＡらに対する

処分は今現在においても継続しており、処分内容が重い」と主張して

いる。しかしながら、同日に提出された補充書においては、Ｈの当事

者追加による請求する救済内容の追加を行い、服務規律違反に起因す

る処分の追加申立てを行っているにもかかわらず、上記初審準備書面

（２）の別紙「処分一覧表」記載の各処分について、追加を申し立て

る旨の記載は認められない。そうすると、上記初審準備書面（２）に

おける記述は、本件救済申立てにおける一連の背景事情や情状等につ

いて主張したものとみるのが相当である。よって、上記（１）②の主

張は採用できない。

ウ さらに、上記（１）③の主張の当否について検討する。

Ａらの主張は、本件各処分による賃金上の不利益が現在も存在する

として、本件救済申立てはこれらの現に存する不利益の是正を求める
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ものであるから、申立期間徒過の問題は生じないというものである。

しかしながら、本件各処分によって定期昇給における減俸措置等の

不利益の効果が現在に及んでいるとしても、このことから本件各処分

と現在の不利益の状態が一個の行為と評価できるものではない。別表

１及び別表２記載の各処分は、いずれも処分発令日は異なっており、

それぞれ別個の理由によって発令されたものであるから、各処分自体

について不当労働行為の成否を判断すべきものである。よって、上記

（１）③の主張は採用できない。

（３）以上のとおりであるから、本件救済申立ては「申立期間徒過」に当た

らないとのＡらの主張は、いずれも採用できない。

そこで、別表１及び２の「処分発令日（平成）」欄と「不当労働行為

救済申立日（平成）」欄の記載から判断するに、別表１記載のＡに係る

整理番号１、３、５、６、７の各処分、Ｂに係る整理番号３、４の各処

分、Ｃに係る整理番号３、４、５の各処分、Ｄに係る整理番号３の処分、

Ｆに係る整理番号１、４の各処分、Ｇに係る整理番号３の処分、Ｈに係

る整理番号１、３、５の各処分、Ｉに係る整理番号１ないし１３の各処

分及び別表２記載の各処分に関する本件救済申立ては、処分発令日から

１年以上経過した行為に係るものであり、申立期間を徒過した不適法な

ものとして却下を免れない。よって、この点に関する初審判断は相当で

ある。

２ 争点２（１）（１４年３月２８日、本件警告書を会社各事業所に掲出し

たことは労組法第７条第３号の不当労働行為に当たるかどうか。）

（１）Ａらは、本件警告書の掲出は支配介入の不当労働行為に当たるとして、

本件警告書で会社は威嚇的言辞を用いて重処分を予告していることか

ら、その掲出自体が不当労働行為である旨主張する（前記第３の１(２)）。

（２）そこで、本件警告書掲出に至る経緯をみると、会社発足後、就業規則
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に服務の根本基準、服装の整正や就業時間中等の組合活動に関する定め

を設け（前記第４の３(１)）、昭和６２年４月２０日及び同年５月２８

日、会社は各機関に対し、組合バッジ着用者に対して服装整正違反であ

る旨の指導・注意等を行うように指示しており（同４(２)）、その上で、

組合バッジ着用者に対する厳重注意処分ないし訓告処分を発令してきた

ものである（同４(３)）。これらの会社の措置は、下記３（３）に説示

するとおり、国鉄改革を経て国鉄の事業の一部を引き継いで発足したと

いう会社発足の経緯からすると、職場規律確立や企業秩序の維持・確立

を図ることを目的とするものとして是認できるものである。

上記のような経緯の中で、１４年３月２８日、本件警告書の掲出に至

ったこと（同５(２)）からすると、これは会社が従前から取組んできた

職場規律確立や是正を図るための施策の一環として行われたものとみる

のが相当であり、本件警告書の掲出自体をもって国労やＡらの活動を抑

制する意図に基づくものとまでいうことはできない。また、国労が本件

警告書掲出に対して特別の異議や抗議を行わなかったこと（同５(２)）

からみても、国労自体はこれを格別問題視していなかったことを窺わせ

るものである。

なお、Ａらの国労バッジ着用行為は、正当な労働組合の行為の範囲を

逸脱しているものといわざるを得ないことは、下記３に判断するとおり

である。

（３）したがって、Ａらの上記（１）の不服主張は採用できず、本件警告書

の掲出自体をもって不当労働行為とまではいえないとした初審判断は相

当である。

３ 争点２の（２）(本件警告書の掲出後、Ａらに対し服装整正違反を理由

に訓告及び減給処分等をしたことは労組法第７条第１号及び第３号の不当

労働行為に当たるかどうか。)
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（１）本件において不当労働行為の成否の判断対象となる処分は、別表１記

載の各処分のうち、次の各処分である。Ａ、Ｂ及びＣに対する１４年７

月１１日付け及び同年９月２０日付け減給処分、Ｄに対する１４年７月

１１日付け及び同年９月２４日付け減給処分、Ｅ、Ｆ及びＧに対する１

４年７月１１日付け訓告処分、Ｈに対する１４年７月１１日付け減給処

分及び同年９月２４日付け訓告処分、そして、Ｉに対する１７年３月２

４日付け以降の出勤停止処分である（以下、会社の行った以上の処分を

「本件服装整正違反処分」という。）。

Ａらは、服装整正違反を理由とする本件各処分は全て労組法第７条第

１号及び第３号の不当労働行為に該当するとして、これに対して、会社

は、上記の本件服装整正違反処分は減給処分、出勤停止処分についても

不当労働行為には当たらないとして、前記第３の１（３）及び同２（３）

のとおり主張する。

よって、以下判断する。

（２）まず、Ａらの就業時間中の国労バッジ着用行為は、労働組合の行為（以

下、単に「組合活動」ともいう。）といえるか否かについて検討する。

ア この点に関して、Ａらは、国労バッジ着用は国労の組織的指示によ

るものであり、その着用が国労組合員としての組合活動である旨主張

し（前記第３の１(３)エ(ア)）、これに対して、会社は、国労バッジ

着用が、少なくとも本件警告書掲出時以降の国労の方針に反すること

は明らかであり、その勤務時間中の着用継続が国労の組織の意思に基

づくものなどとされる余地はない旨主張する（前記第３の２(３)ウ）。

イ そこで、Ａらの国労バッジ着用行為の実態についてみると、以下の

事実が認められる。

① 国労東京地方本部は、会社設立直前の昭和６２年３月３１日にも、

傘下の支部に対し、国労バッジの完全着用を再度徹底するよう文書
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で指示した。その後、国労が国労バッジの着用指示を撤回したこと

はない（前記第４の４(４)ア）。

② 会社は、組合バッジの着用は服装整正に違反することを理由に処

分しており、その被処分者数の推移をみると、昭和６２年６月の当

初では４，８８３名であったが、３年９月では２，０００人を割り

込み、８年９月の処分で１，０００人を割り込み、本件警告書の掲

出直前である１４年３月には３１４人（全従業員の０．４％）とな

り、本件警告書掲出以降の同年７月での組合バッジ着用者は２６名

となった（同４(３)、同５(３)）。

③ １２年８月２５日にＡ、Ｂ、Ｃ及びＨは、「四党合意は国労に対

する支配介入及び不利益取扱いである。」として、四党合意に関す

る不当労働行為事件の申立てを、１４年９月１８日に上記Ａら４名

及びＤを含む一部国労組合員は、三党声明に関する不当労働行為事

件の申立てを、それぞれ東京都労委に行った（同４(４)イ、同６(３)

オ）。

④ Ａらは、１４年３月２８日に本件警告書が掲出された当時、いず

れも国労組合員として国労バッジを着用していた者である。またＡ

らの多くは国鉄時代から国労バッジを着用し、Ｄは会社に採用され

た後に国労バッジの着用を始めた者である（同６(１)）。

⑤ Ａらは、国労に対し、国労バッジ着用者に対する処分等の問題の

追加申立て若しくは新たな申立てを求めた。しかし、国労は、Ａら

の要求を容れなかった（同４(４)エ）。

⑥ １８年１１月２日、Ａら（Ｈ及びＩを除く。）は東京都労委に対

し、Ｈ及びＩは当委員会に対し、「和解決着」は「労使紛争の真の

解決を遅らせる」として、それぞれＡら自身が救済対象者となって

いる国労バッジ事件についての当事者追加の申立を行った（同６
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(３)カ）。

ウ 上記の各事実からすると、Ａらを含む一部の国労組合員は、従前か

ら、四党合意（１２年５月３０日）や三党声明（１４年４月２６日）

の受入れに反対して、四党合意や三党声明に関して不当労働行為救済

申立てを行っており、このような状況の下で、Ａらは、組合バッジ着

用者に対する服装整正違反を理由とする処分が行われる中において

も、依然として国労バッジ着用行為を継続していた国労内少数派の組

合員である（上記イ②③④）。また、Ａらは国労に対し、本件Ａらの

国労バッジ着用者に対する処分等の問題について追加申立てを要求し

たが、国労はこの要求を容れることはなく、国労が会社との間で１８

年１１月に国労バッジ事件案件を含む和解を行うという状況の下にお

いても、「和解決着」は「労使紛争の真の解決を遅らせる」として、

国労バッジ事件についての当事者追加の申立てを求めるなど（上記イ

⑤⑥）、国労執行部に批判的な立場で活動を継続しているものである。

さらに、Ａらは、「四党合意」に関する不当労働行為救済申立てに

おいて、「四党合意」はＪＲ各社の主張を政党を介して国労に押し付

けてその団結を妨げるものである旨を主張していること（前記第４の

４(４)イ、上記イ③）からみて、Ａらの四党合意受入れに反対する活

動の目的（ひいては国労バッジ着用行為の目的）は、国労の組織に対

する会社の介入を防止し、国労組合員の生活を守るための労働条件改

善に資することにあったとみることができる。

上記のとおり、Ａらの国労バッジ着用行為は、四党合意や三党声明

の受入れに反対する国労内少数派組合員として、Ａらの主張にあると

おり（前記第３の１(３)イ）、お互いの仲間意識を高めるために行わ

れたものであり、国労の執行部に批判的な活動であると位置づけられ

る。また、組合員の労働条件の維持改善その他経済的な地位の向上を
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目指し、かつ、所属組合である国労の自主的、民主的運営を志向する

意思表明行為と評価することができる。

なお付言するに、国労東京地方本部は昭和６２年３月の国労バッジ

着用の指示について、その後撤回した事実はなく（上記イ①）、Ａら

に対して何らかの統制処分を課したとの事実も窺えないこと、１４年

３月１０日に発行された国労横浜支部の機関誌には「国労バッジを全

員つけよう」と記載されていたこと（前記第４の４(４)オ）、本件警

告書が掲出されて以降、横浜支部は国労バッジを外す決定には至らな

かったこと（同６(２)ケ(ア)）からすると、同人らの国労バッジ着用

行為が従前の国労東京地方本部の方針や指示に反するものということ

もできない。

よって、Ａらの国労バッジ着用行為は不当労働行為制度による保護

の対象となり得る労働組合の行為（組合活動）に該当すると解される。

（３）次に、Ａらの国労バッジ着用行為が労働組合の正当な行為（正当な組

合活動）といえるか否かについて検討する。

ア この点について、Ａらは、国労バッジの着用は、それが就業規則違

反に該当するか否かを論じるまでもなく正当な組合活動である旨主張

し（前記第３の１(３)イ）、会社は、就業規則３条に定める職務専念

義務、２０条３項に定める服装整正義務、２３条に定める勤務時間中

の組合活動の禁止に抵触する以上、不当労働行為制度により保護され

る正当な組合活動ではない旨主張する（前記第３の２(３)イ）。

まず、いわゆる職務専念義務等と組合活動の正当性の関係について

検討する。

一般に、労働者は労働契約上の誠実労働義務（労働契約法第３条第

４項参照）の内容として就業時間中は職務に専念すべき義務を負うも

のであるから、職務専念義務や就業時間中の組合活動禁止を定めた就
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業規則上の規定は一般的に合理性（労働契約法第７条）を有し、組合

員が就業時間中に組合バッジを着用する行為は、職務専念義務や就業

時間中の組合活動禁止を定めた就業規則上の規定に抵触する点で、原

則として正当性を否定され得る。ただし、就業時間中の組合バッジ着

用行為であっても、やむを得ない組合活動としての必要性が認められ、

かつ、労働契約上の誠実労働義務（労働契約法第３条第４項参照）と

格別支障なく両立し、使用者の業務を阻害するおそれのない行動であ

ると認めるべき特段の事情が存在する場合には、例外的にそれらの規

定の違反として取り扱って正当性を否定すべきではない。また、就業

規則上の服装の整正の規定についても、使用者が経営上の抽象的な必

要性に基づき従業員の服装の規制を行うことには合理性（労働契約法

第７条）が認められるが、同規定に抵触するようにみえる組合バッジ

着用行為も、やむを得ない組合活動としての必要性が認められ、かつ、

実質的にみて服装整正の規律違反を問うことが不合理であると認める

べき特段の事情が存在する場合には同規定の違反として正当性を否定

すべきではない。

そして、上記の特段の事情の存否については、組合バッジの形状と

着用の態様、組合バッジ着用者の職場の状況、さらには組合バッジ着

用を規制するに至った特別の経営上の必要性なども考慮すべきことと

なる。

イ そこで、本件組合バッジ着用行為について、上記の特段の事情の存

否について検討するに、会社における組合バッジに関係する就業規則

の定めについてみると、会社就業規則第３条（服務の根本基準）には

「社員は、自己の本分を守り、会社の命に服し、法令規程等を遵守し、

全力をあげてその職務の遂行に専念しなければならない。」、第２０

条（服装整正）（第３項）には「社員は、勤務時間中に又は会社施設
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内で会社の認める以外の胸章、腕章等を着用してはならない。」、第

２３条（勤務時間中等の組合活動）には「社員は、会社が許可した場

合のほか、勤務時間中又は会社施設内で、組合活動を行ってはならな

い。」との規定があり、会社は、Ａらに対し、組合バッジの着用は就

業規則に違反するとしてこれを外すことを再三にわたり指導、注意し

ていたこと（前記第４の３(１)、同４(２)）が認められる。

会社がその発足に当たって、上記のように就業規則の規定を整備し

て組合バッジの着用を規制するに至った理由ないし必要性についてみ

ると、国鉄においては、国鉄の経営悪化をもたらした原因の一つとし

て、職場規律の乱れが問題となったところから、職場規律の確立の必

要性が繰り返し指摘されるとともに、分割民営化による改革が進めら

れることになったものであり（同２）、このような国鉄改革の経緯か

らすれば、国鉄の事業の一部を引き継いだ会社が、全社員を対象とし

て、職場規律の確立を図り、企業秩序の維持・確立を図るために、職

場規律の乱れが指摘されていた国鉄時代とは異なる施策を採って、上

記就業規則を制定して、職務専念義務、服装の整正、勤務時間中の組

合活動の禁止等を定め、これにより組合バッジの着用を禁止したもの

と解される。よって、会社の上記就業規則中に、いわゆる職務専念義

務、服装の整正、就業時間中の組合活動の禁止を明確に規定し、就業

時間中の組合バッジの着用を規制することとしたことには、上記アで

述べた一般的な合理性のほかに、上記のように職場規律の確立を図る

という特別の経営上の必要性があったということができる。

ウ 上記の判断を踏まえて、Ａらの国労バッジ着用行為は組合活動とし

て正当性を有するか否かについてさらに検討する。

(ア) 会社は、上記の就業規則の定めに基づいて、昭和６２年４月以降､

組合バッジ着用の取外しを数次にわたり指導、注意を行うとともに、
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同年６月以降、組合バッジ着用者に対して、厳重注意処分ないし訓

告処分を発令してきたものである（前記第４の４(２)(３)）。これ

に対して、Ａらは、組合バッジ着用の取外しの指導に従うことはな

く、いずれも、本件警告書が掲出される前から、国労バッジ着用を

理由とする服装整正違反により、訓告処分を受けており、本件警告

書掲出以降においても、別表１記載のとおり、各処分を受けている

（同６(１)(２)）。

Ａらは、いずれも勤務時間中に、顧客ら第三者と接触する職場に

おいて国労バッジを着用していたものであり、下記(６)イ(ウ)に説

示するとおり、国労バッジの形状等からみて実際の業務阻害の程度

は小さいとしても、国鉄改革の経緯から職務専念義務、服装の整正、

勤務時間中の組合活動の禁止等を定めた会社の上記就業規則には、

一般的な合理性を有すること（上記ア）に加えて、特別の経営上の

必要性を有すること（上記イ）からすると、Ａら国労バッジ着用者

の職場の状況や組合バッジ着用による業務阻害の程度をもって、就

業規則規定に反すると認めるべきでない特段の事情を構成するとは

解し得ない。よって、職場規律の確立や企業秩序の維持・確立の施

策に反するものであって、実質的にも上記の会社の就業規則に反し

ていたといわざるを得ない。

（イ）加えて、１８年１１月６日、当委員会は国労と会社間の国労バッ

ジ事件を含む４３件の係属事件について和解勧告を行い、国労と会

社はこれを受諾して当委員会及び東京都労委他３県労委の係属事件

も含め６１件の和解が成立した。その結果、国労と会社間の係属事

件は個人申立事件を除いてすべて終結している（同４(４)カ）。こ

のような経緯からすると、国労と会社間では組合バッジ着用問題に

ついては既に結着したものといえることから、その後のＡらの国労
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バッジ着用行為は、労組法第７条第１号の組合活動として保護すべ

き必要性は乏しいものというべきである。

（ウ）そうすると、Ａらの国労バッジ着用行為は、上記の会社の就業規

則に反し、会社発足後の就業時間中の組合活動に関する労使関係上

の運用に反するものであり、労働組合の正当な行為の範囲を逸脱す

るものといわざるを得ず、組合活動としての正当性を有すると認め

ることはできない。よって、会社が就業時間中の国労バッジ着用行

為を継続しているＡらに対し、就業規則に反するとして何らかの処

分を行うこと自体は不相当であるとはいえない。

以上のとおりであるから、Ａらの国労バッジ着用行為については、

労働組合の正当な行為ということはできず、本件服装整正違反を理

由とする処分は労組法第７条第１号の不利益取扱いの不当労働行為

には該当しない。

（４）しかしながら、Ａらの国労バッジ着用行為が組合活動としての正当性

を有すると認められず、労組法第７条第１号の不利益取扱いの不当労働

行為には該当しないとしても、本件における会社側の対応からみれば、

本件服装整正違反処分を課した真の意図が、Ａらの国労バッジ着用行為

という正当性を欠く組合活動に藉口して、四党合意や三党声明の受入れ

に反対する組合活動を行うＡら少数派の弱体化ないしそれを通じた国労

の組織運営に対する介入を図ったものであると認められる場合には、本

件服装整正違反処分は労組法第７条第３号の支配介入の不当労働行為に

該当し得るものである。

そこで、以下には、①Ａらの国労バッジ着用行為等の組合活動に対す

る会社側の対応について、②本件服装整正違反処分の相当性について、

③不当労働行為の成否について、順次検討する。

（５）まず、Ａらの国労バッジ着用行為等の組合活動に対する会社側の対応
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について検討する。

ア この点について、Ａらは、会社は組合バッジ着用者がほぼＡら国労

組合員であることを把握したうえで、各処分を開始したのであるから、

本件各処分自体が国労を嫌悪し、狙いうちした行為である旨、また、

会社は国労バッジ着用者を「四党合意反対派」としてことさら敵視し

ていた旨主張する（前記第３の１(３)ウ(ア)、エ(イ)）。これに対し

て、会社は、そもそも、不当労働行為意思としての「嫌悪」の対象は

労働組合ないしその組合活動でなければならず、個人のしかも「会社

の指示に服さない」ことに対する「嫌悪」をもって、反組合的意思た

る不当労働行為意思が認められることにはならない旨主張する（同２

(３)ウ）。

イ そこで、Ａらの国労バッジ着用行為等の組合活動とこれに対する会

社側の対応についてみると、以下の事実が認められる。

① Ａらは、国鉄当時から、国労東京地方本部の分会役員を勤めるな

どして、国労組合員として活発な組合活動をしていた（前記第４の

６(２)ア(ア)、オ(ア)、ク(ア)、ケ(ア)）。その後、ＪＲ不採用問

題への対応をめぐって、Ａらは、１３年１月、国労が四党合意の受

諾を決定したことに対し、「ＪＲ不採用問題の打開について、国労

がＪＲに法的責任がないことを認めること」に強く反対し（同４(４)

イ、同６(３)オ）、１８年１１月、国労が会社と国労バッジ着用を

含む労働委員会に係属していた事件について和解をしようとした際

にも、「和解決着」は「労使紛争の真の解決を遅らせる」として和

解に反対したこと（同４(４)キ、同６(３)カキ）が認められる。こ

のようにＡらは四党合意受入れに反対し、あくまでも国労東京地方

本部が昭和６２年３月に発出した指示に従うとして国労バッジを最

後の段階まで着用していたものである。
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② １４年７月１日時点での組合バッジ着用者は２６名であったが

（同５(３)）、これらの者について、別件である国労バッジ事件（都

労委昭和６３年(不)第５４号ほか）審問において、会社側証人は、

同人らは、四党合意に強く反対する組合員であるとか、強い個人的

な思いを持っている組合員であるとの報告を受けている旨の供述を

している。

③ 本件警告書の掲出以降、東京駅営業機動センター所長は、Ｂに対

し「処分の内容は厳しくなる。戒告から出勤停止、免職まであり得

る。」と示唆し（同６(２)イ(ア)）、豊田電車区の区長は、Ｄに対

し「もしこれ以上バッジを着けていれば、……幾らでも処分を出す

ぞ。」、「最後はクビだぞ。」などと重い処分を示唆したこと（同６(２)

エ(ア)）、横浜支社人事課副課長は、国労バッジの着用を最後まで

続けたＩに対し、組合バッジの着用を続けるなら、定年後の再雇用

はしない旨の通告をしたこと（同６(２)ケ(エ)）が認められる。

ウ 上記の各事実からすると、会社のＡらの国労バッジ着用行為等の組

合活動に対する対応については、次のようにいうことができる。

会社は、その発足当初から一貫して、組合バッジ着用の取外しを促

すとともに、組合バッジ着用者に対する処分を行ってきた（前記第４

の４(３)）。このような状況の中で、Ａらはいわば会社において最後

の段階まで国労バッジ着用を継続していた者として、また、会社の組

合バッジ取外しの指示に従わない者として、会社がＡらの動向を注視

し、同人らを嫌悪していたことは推認できる。

しかも、会社は、Ａらが、ＪＲ不採用問題に関する四党合意や三党

声明の受入れに反対する国労内の少数派であることを認識したうえ

で、同人らの国労バッジ着用行為に対して下記（６）にみるとおり、

過重な処分を行い、さらに職場の管理者らもＡらに対し、「最後はク
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ビだぞ。」と述べ、定年後は再雇用しない旨を通告するなど重い処分

を示唆する言動を行っていたものである。このような会社側の対応は、

Ａらの国労バッジ着用行為それ自体を抑制して服装整正という職場規

律や業務指示権の確立を図ることのみを目的としてなされたというも

のではなく、Ａらの四党合意や三党声明の受入れに反対する組合活動

を嫌悪しこれを抑制するという意図に基づいてなされたものとみるの

が相当である。

（６）次に、本件服装整正違反処分の相当性について検討する。

ア Ａらは、訓告処分についても、減給及び出勤停止処分に比べれば相

対的に軽いものの、処分それ自体としては、被処分者に重大な不利益

を与えるもので、重い処分である旨主張する（前記第３の１(３)ア）。

これに対し、会社は、従業員が管理者の指示を公然と無視、否定して、

あえて非違行為をくり返す場合には、自ずとその処分の量定が加重さ

れることは、懲戒処分の本質に照らし不可避のことであって、このこ

とは本件も同様である旨主張する（同２(３)ウ）。

イ そこで、本件各処分による不利益の程度等についてみると、以下の

事実が認められる。

（ア）本件各処分の処分量定の推移は、次のとおりである。

① 会社は、別表１記載のとおり、１４年７月、国労バッジを着用

するＡら６名に対し減給処分を行い、引き続きこれを着用するＡ

らに対し、１４年９月、同１２月にもそれぞれ減給処分を行い、

１５年３月には、出勤停止（１日）処分を行うなど、国労バッジ

の着用を継続する者には処分を順次加重している。

一方、本件警告書の掲出以降、１４年７月の処分発令時までに

国労バッジを外したＦ、Ｅ、Ｇ及び処分発令時から次回の処分発

令時までの間に外したＨに対しては、訓告処分にとどめている（前
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記第４の６(２)、別表１）。

② 会社が本件警告書の掲出前までに行った組合バッジ着用に係る

就業規則違反を理由とする処分は、その当初には厳重注意処分で

あり、その後、概ね年２回の訓告処分であった(同４(３))。これ

に対し、本件警告書の掲出以降の処分は、別表１記載のとおり、

国労バッジを外さない限り処分は繰り返し行われ、処分回数は概

ね年４回と倍増し、処分内容も減給処分となり、これが３回繰り

返されると出勤停止処分となり、Ｉにみられるとおり、その処分

量定は出勤停止５日、同１０日と順次重くなっている（同６(２)

ケ(エ)）。

（イ）本件各処分に伴う不利益の程度は、次のとおりである。

① 会社が行った服装整正違反を理由とする処分に伴う経済的不利

益を、本件警告書の掲出前後で比較すると、年２回の期末手当支

給では、従前の訓告処分では５％減額であるのに対し、本件警告

書の掲出以降、減給処分では１０％の減額、出勤停止処分では１

５％の減額と重くなっている（前記第４の３(２)）。

本件各処分に伴う期末手当の減額の状況を別表３の記載からみ

ると、Ｂは、１４年６月の夏季手当では５％減の約６万１千円の

減額であったが、１４年１２月の年末手当では１０％減の約１４

万５千円の減額となり、１５年６月の夏季手当では１５％減の約

２１万７千円の減額となっている。

最後まで国労バッジの着用を続けたＩは、１５年３月に出勤停

止(１日)処分を受けて以降、１５年６月の夏季手当から１８年６

月の夏季手当までの各期末手当において、最低でも約１５万６千

円の減額から最高で約１９万６千円の減額となり、その間に受け

た減額の合計額は約１２２万円に及んでいる（同６(２)）。
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② 会社は、毎年４月に４号俸以内の定期昇給を実施しているが、

昇給欠格条項の対象に該当するとその分の号俸が減となる。従前

の年２回の訓告処分では１号俸減であるのに対し、本件警告書の

掲出以降では、減給処分１回で１号俸減、出勤停止（期間が１０

日まで）処分１回で２号俸減となり、処分回数が概ね年４回に倍

増したことから、国労バッジの着用行為を続ける限り、定期昇給

の見込みはなくなり、号俸減となった昇給号俸は、それ自体回復

することなく次年度以降も引き続き継続することとなる（同３

(３)）。

本件各処分に伴う定期昇給の減額の状況を別表３の記載からみ

ると、Ｂは、１４年４月の定期昇給１号俸減では１４年度中に支

給された賃金等の減額は約２万６千円であったが、１５年４月の

定期昇給４号俸減では１５年度中に支給された賃金等からの減額

は約１０万３千円となっている。Ｉは、１５年４月及び１６年４

月と続けて定期昇給４号俸減により、１５年度及び１６年度と続

けて年度内に支給された賃金等からの減額はそれぞれ約９万６千

円となっている（同６(２)）。

③ 減給処分では、月額給与から平均日額の１／２が減額され、出

勤停止処分では、月額給与から出勤停止を命じられた期間の賃金

が不支給となるものである。

減給処分及び出勤停止処分に伴う賃金不支給額の状況を別表３

記載からみると、Ａは、１４年７月、同９月、同１２月と減給処

分によりそれぞれ各約５千円が減額され、１５年３月の出勤停止

（１日）処分では約１万２千円が不支給となっている。Ｉは、１

５年７月の出勤停止処分では約１万６千円の不支給となり、１６

年３月から１９年４月までの間に出勤停止（３日）処分を１１回
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受け、各出勤停止（３日）処分において、約２万９千円から約３

万４千円の不支給となっている。Ｉが、１４年７月から１８年３

月までに減給及び出勤停止処分を受けたことによる賃金不支給は

少なくとも３１万円以上となる（同６(２)）。

④ 上記にみたとおり、本件警告書掲出以降、服装整正違反を理由

とする各処分に伴い、１４年７月から１５年６月までにＡらが受

けた賃金等の減額合計は、別表３記載のとおり、Ｂは約５１万円、

Ｃは約３５万円、Ｄは約３３万円となり、最後まで国労バッジを

着用していたＩについては、１４年７月から１８年６月までの賃

金等の減額による合計は約１８３万円となっている（同６(２)）。

（ウ）本件国労バッジ着用行為による業務阻害の程度は、次のとおりで

ある。

Ａらの国労バッジ着用行為は、上記(３)ウに説示したとおり、会

社の職場規律確立等の施策に反するものであり、正当な組合活動と

はいえないものではあるが、国労バッジは、形状が１．２センチメ

ートル四方程度にすぎないことから（前記第４の４(４)ア）、特に

目立つものではなく、業務に与える具体的な支障の程度は僅少であ

ると認められる。

ウ 上記の各事実からすると、Ａらに対する本件各処分の相当性につい

ては、次のようにいうことができる。

（ア）まず、服装整正違反を理由とする減給、出勤停止の処分に伴う経

済的な不利益は、従前の訓告処分のそれに比較して、期末手当、定

期昇給号俸及び月額給与の大幅な減額と、二重三重にも大幅な賃金

上の不利益が生じ、将来的にもその影響が持続するものであり、上

記イに摘示したとおり、その不利益性は重大である。

すなわち、実際に受けた賃金等の減額合計は、Ｄでは３３万円（１
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４年７月から１５年６月までの間）となり、Ｉでは１８３万円（１

４年７月から１８年６月までの間）にまで及んでいる。

加えて、会社は、毎年４月１日に４号俸以内で昇給を実施すると

ころ、減給処分を受けた者は１号俸減となり、出勤停止（期間が１

０日間まで）処分を受けた者は２号俸減となるものである（前記第

４の３(３)）。これら号俸減の措置を受けることは、次年度以降の

基本給額の決定、期末手当、時間外休日・深夜労働の割増賃金、定

年時の退職金、定年後の年金給付などに不利な影響をもたらすので

ある。

次に、訓告処分についてみると、当該処分に伴う経済的不利益は

期末手当の５％減額にとどまっており、減給や出勤停止処分の場合

とは異なり、その不利益性は比較的小さいものであったといえる。

（イ）他方、Ａらの国労バッジ着用行為は、上記（３）判断のとおり、

労働組合の正当な行為の範囲を逸脱するものではあるが、これによ

る実際の業務阻害の程度は僅少であると認められる。会社には職場

規律の確立等を図るという特別の経営上の必要性があったというこ

とができる（上記(３)イ）としても、組合バッジ着用行為に対する

処分が過重なものとなることには問題がある。

（ウ）以上からすると、Ａらに対する本件各処分のうち、服装整正違反

という同一の理由に基づく処分としての、年４回の減給ないし出勤

停止処分は、従前は訓告処分にとどまっていたことと比較して著し

く均衡を失するものであり、かつ、上記説示のとおり、国労バッジ

着用行為による業務阻害の程度と処分による不利益性の重大性との

間には著しい不均衡があることからすると、社会通念上相当性を欠

く過重な処分であるといわざるを得ない。訓告処分については、本

件警告書掲出以前から国労バッジ着用を理由に訓告処分を受けてい
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たこと（前記第４の４(３)）を考慮すれば、処分としての相当性の

範囲を越えたものとまでみることはできない。

（７）不当労働行為の成否

上記に判断したとおり、①Ａらの国労バッジ着用行為は、労働組合の

正当な行為の範囲を逸脱するものといわざるを得ないが(上記(３))、②

他方で、Ａらの国労バッジ着用行為等の組合活動に対する会社側の対応

をみると、職場規律や業務指示権の確立を図るということのみを目的と

してなされたというものではなく、同人らの四党合意や三党声明の受入

れに反対する国労内少数派の組合活動を嫌悪しこれを抑制する意図に基

づくものとみるのが相当であり（上記(５)）、③加えて、本件服装整正

違反処分の相当性についてみると、減給や出勤停止処分については、そ

の結果生ずる不利益性は重大であり、従前の処分と比較して著しく均衡

を失するものであること等から、社会通念上相当性を欠く過重な処分で

あるといわざるを得ないものである（上記(６)）。

以上からすれば、本件服装整正違反に対する訓告処分については、Ａ

らの国労バッジ着用行為をもって就業規則違反として取り扱うべきでな

いとする特段の事情があるとはいえず、会社がその発足以来進めてきた

職場規律・業務指示権の確立を図ることを目的とした措置ないし行為と

みることができる。しかしながら、それを超える処分、すなわち、服装

整正違反を理由にＡ、Ｂ及びＣに対する１４年７月１１日付け及び同年

９月２０日付け減給処分、Ｄに対する１４年７月１１日付け及び同年９

月２４日付け減給処分、Ｈに対する１４年７月１１日付け減給処分、そ

して、Ｉに対する１７年３月２４日付け以降１９年４月１５日付けまで

の出勤停止処分については、上記（６）にみたとおり、処分回数・処分

内容ともに順次重くなっており、かつ、これによる大幅な賃金上の不利

益が生じ、将来的にもその影響が持続するものであること等に鑑みると、
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会社がこれら処分を行った真の意図は、Ａらの四党合意や三党声明の受

入れに反対する活動に対し、組合バッジ着用が就業規則違反であること

に藉口して、上記組合活動を行う同人ら国労内少数派の存在を嫌悪し、

その弱体化ないし抑圧を図ることにあったというべきである。そして、

たとえ、組合内少数派であっても、会社がその存在を嫌悪し、その弱体

化ないし抑圧を図ることは、国労の自主的な運営に対する支配介入を構

成するというべきである。

この点、会社は、組合バッジ着用を理由とする本件各処分は支配介入

には当たらないとして、前記第３の２(３)ウのとおり主張するが、いず

れも上記判断に反するものであり採用できない。

なお付言するに、上記（３）ウ（イ）に説示したとおり、１８年１１

月６日に国労と会社間における和解成立後においては、Ａらの国労バッ

ジ着用行為は組合活動として保護すべき必要性は乏しいものであるが、

この点を考慮しても、とくに本件の減給ないし出勤停止処分による不利

益性の重大性に鑑みると、これらの処分がＡら国労内少数派の弱体化な

いし抑圧を図ることによって、国労の組織運営に介入する行為であると

いう上記判断の結論は左右されない。

したがって、本件国労バッジ着用を理由とする上記各減給処分及び各

出勤停止処分は労組法第７条第３号の支配介入の不当労働行為に当たる

とした初審判断は相当である。

４ 争点３(Ａらに対し服務規律違反を理由に出勤停止処分等をしたことが

労組法第７条第１号及び第３号の不当労働行為に当たるかどうか。)

（１）Ａらが救済申立てを行っているのは、別表１及び別表２記載の服務規

律違反を処分理由とする出勤停止処分等であるが、本件において不当労

働行為の成否の判断の対象となる処分は、上記１判断のとおり、別表１

記載の各処分のうち、Ａに対する１５年９月１９日付厳重注意処分、Ｆ
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に対する１４年９月２０日付口頭注意処分及びＧに対する１４年９月２

０日付口頭注意処分である（以下「本件服務規律違反処分」という。）。

Ａらは、服務規律違反を理由とする本件各処分は全て労組法第７条第

１号及び第３号の不当労働行為に当たるとして、①初審命令は、信用性

を欠くＫ陳述書に依拠して事実認定を行っている点で誤りである旨、②

初審命令は、服務規律違反が国労組合員への嫌悪を決定的動機として発

令された事実を看過している旨主張する（前記第３の１(４)）。

（２）そこで、上記のＡらの不服主張の当否について、以下判断する。

ア Ｋ陳述書は、当時人事管理台帳等の資料、管理者らからの事情聴取

にもとづいて作成されたというものであるが、人事管理台帳等の資料

そのものは労働委員会に提出されていない。

しかしながら、Ｋの陳述書には、Ａらの服務規律違反処分の理由と

された非違行為の態様が個別、具体的に記載されており、これらは内

容的にも不自然なものではない。しかも、会社が、Ｋ陳述書をもとに

挙示する上記３件の処分理由を検討するに、①Ｆに対する１４年９月

２０日付口頭注意処分については、勤務時間中に倉庫内で勝手に休憩

した（１４年５月１３日等）こと、認められていない自家用車出勤を

した（同年７月３１日）ことを理由とするものであるが（前記第４の

７(４)ウ）、同人が自家用車出勤をしたことには争いがない。②Ｇに

対する１４年９月２０日付口頭注意処分については、１４年７月６日

の勤務時間中にＭ駅ホームの喫煙所で煙草を吸ったことを理由とする

ものであるが（同７(４)エ）、同人が勤務時間中に喫煙したという事

実には争いがない。③Ａに対する１５年９月１９日付厳重注意処分に

ついては、倉庫内での喫煙等の是正及び所定場所での喫煙指導に従わ

ないことを理由とするものであるが（同７(４)ア(エ)）、同人は初審

・再審査を通じてこれに対し何ら反論していない。
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上記のとおり、Ｋ陳述書には、その基になる人事管理台帳等は労働

委員会に提出されてはいないものの、上記３件の記載内容にはＡらの

非違行為が具体的に記載され、Ｆが自家用車で出勤したこと、Ｇが勤

務時間中に喫煙したことには争いがないことから、Ｋ陳述書は信用性

に欠けるとはいえず、Ａらの上記行為はいずれも職場規律に反するも

のである。よって、上記（１）①の主張は採用できない。

イ 次に、上記（１）②の主張の当否について検討する。

本件の服務規律違反を理由とする処分の多くは、ベンディング職場

所属の社員を対象としてなされた処分であり、同職場に配属されてい

る社員は、管理職を除く大半が国労組合員であることは認められる。

しかしながら、本件服務規律違反処分は、いずれも職場規律違反の行

為であり、これらは処分理由として相当であること、処分の程度は厳

重注意処分にとどまっていること、Ａらの組合活動等を理由とする処

分であることを認めるに足る証拠はないことからすると、国労組合員

に対する嫌悪の意図を主たる理由として発令されたということはでき

ない。よって、上記（１）②の主張は採用できない。

（３）以上のとおり、Ａらの不服主張はいずれも採用できず、会社の挙示す

る各処分理由は概ね事実であり、いずれも職場規律に反するもので、こ

れらの処分理由は相当である。また、本件服務規律違反処分はＡらの組

合活動等を理由であるとする証拠はない。

したがって、本件服務規律違反処分に係る申立てを棄却した初審の判

断は相当である。

５ Ｉの死亡に伴う救済申立ての承継

前記第４の１（３）認定のとおり、Ｉが２２年８月５日に死亡し、同人

の相続人Ｊが、同年１０月６日に救済申立ての承継を申し出ている。

当委員会は、労働委員会規則第５６条第１項において準用する同規則第
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３３条第１項第７号の規定からみて本件救済申立の承継を認めることと

し、Ｉの受けた賃金上の不利益な処遇を可能な範囲において是正させるこ

とが、不当労働行為制度の趣旨に適合するものと思料する。

６ 結論

以上に判断したとおりであるから、本件の争点に関する初審判断はいず

れも相当である。ただし、初審命令主文第１項中のＤに対する減給処分に

ついて、正しくは１４年９月２４日付けであるので、この点を主文のとお

り改め、加えて上記５のＩの死亡に伴う救済申立ての承継により、「Ｉ」

を「（亡）Ｉ」と改め、末尾に、「ただし、（亡）Ｉに対する月例賃金及び

期末手当の減額分並びに昇給において減俸がなかったならば支払われるべ

き賃金（期末手当を含む。）と支給済みの賃金額との差額を、その承継人

であるＪに対し支払わなければならない。」と追加する。

以上のとおりであるから本件各再審査申立てにはいずれも理由がない。

よって、労組法第２５条、第２７条の１７及び第２７条の１２並びに労働委

員会規則第５５条の規定に基づき、主文のとおり命令する。

平成２２年１０月２０日

中 央 労 働 委 員 会

第一部会長 諏 訪 康 雄 ,


